
　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

対象施設 （県の直営施設）
　・　福井県福井運動公園、福井県立武道館〈所管課:スポーツ課〉
　・　幾久公園〈所管課:文化課〉
　・　臨海中央公園〈所管課:都市計画課〉
（指定管理者制度を導入している施設）

　・　テクノポート福井総合公園〈所管課:公営企業課〉
　・　ふくい健康の森〈所管課:地域福祉課〉
　・　若狭総合公園、奥越ふれあい公園、トリムパークかなづ、丹南総合公園〈所管課:都市計画課〉

◆各施設共通

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

1 条例における数字の表記
について

意見 1 21 各施設のWebサイトの利用料金は、算用数字で表記
されているが、各条例の利用料金は、漢数字で表記
されている。県は、県民の分かりやすさを考慮して
いないと思われるおそれがある。
明瞭性や整合性の観点からも条例における利用料金
は、算用数字で表記したほうがよいと思われる。県
は、今一度条例における漢数字と算用数字の使い分
けについて再検討をすることが望まれる。

Webサイトの条例・規則における利用料金表記について、
算用数字に改めることを検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　【情報公開・法制課】

2 利用料金の設定単位につ
いて

意見 2 22 すでに１時間単位の短い単位での料金設定を導入している
施設もあるが、導入していない施設においては、特に利用
者からの要望等はないことから当面は現行のままの時間設
定とすることとした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

時間設定について検討した結果、特に利用者からの要望等
はないことから当面は現行のままの時間設定とすることと
した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

令和６年２月県議会において、体育館等の主な施設の利用
料金を１時間単位とする都市公園条例改定の議案を上程予
定である。
条例改定後に指定管理者から住民に周知し、令和６年度中
に利用料金を改定する予定である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

施設の利用料金の設定にあたり、算定基礎が午前・
午後・夜間といった大きな単位のみで設定している
施設がある。
県または指定管理者は、利用者の利便性も考慮し、
１時間単位等の短い単位での料金設定についても検
討することが望まれる。

　・　福井県立馬術競技場、福井県立ライフル射撃場、福井県立アーチェリーセンターおよび福井県立クライミングセン
　　ター、福井県立クレー射撃場、福井県立ホッケー場、福井県立艇庫〈所管課:スポーツ課〉



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

3 施設利用の予約について 意見 3 24 一部の施設については既に施設予約サービスを導入してお
り、未導入の施設については導入を検討している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

一部の施設利用の受付業務は業者に委託している。Webサ
イトの活用を含めて、利便性の向上について業者と協議、
検討していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

公園内の一部施設において施設予約サービスの導入を開始
している。未導入の施設についても導入を検討している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

当該施設について、施設予約サービスの導入を検討してい
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

一部の施設では既に「施設予約サービス」を導入してお
り、Web上で予約状況の確認・予約手続きが可能となって
いる。
未導入施設についても指定管理者において導入を検討して
いる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

4 観客数の把握について 意見 4 24 大会開催時に観客数の把握を行っており、今後も継続して
観客数の把握に努めていく。また、施設日誌に競技者およ
び観客数を記録し集計作業を行っている施設もある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

当公園では、スタジアム観戦時の観客数だけでなく、各施
設の入場者数についても把握している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

スポーツ観戦などの観客数の把握が一部施設を除き
行われていなかった。観客数の把握が行われていな
いと、施設の評価が適切に行われないおそれがあ
り、実際の稼働率を把握するためには、観客数も把
握することが望ましい。
観客数の把握は、例えば日本観光協会方式（ガイド
ライン）の「一定面積の最盛時の利用者×回転数×
全体の面積÷一定面積」といった算定方法で把握し
てもよいと考えられるし、各施設で合理的に観客数
を定められるのであれば、その算定方法でも問題な
いと考えられる。

現在においてほとんどの施設で予約を行う場合は、
窓口受付や電話等での予約受付が主になっている。
今日ではパソコンや携帯（スマートフォン含む）の
利用者が多くWebサイトで予約や予約状況の確認が
できれば、利便性が向上すると考えられる。そのた
め、県または指定管理者は、早い段階でWebサイト
予約ができるシステムを取り入れることが望まれ
る。
この点、県は令和５年３月に県内全市町と共同で公
共施設の予約が24時間365日いつでも可能な専用
Webサイト「施設予約サービス」を運用開始した。
これによりすべての県内の公共施設の利用予約や空
き状況の確認ができ、利便性が向上することを期待
したい。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

5 決済方法の多様化につい
て

意見 5 25 今日ではキャッシュレス化が進んでおり、決済方法
が多様化している。県または指定管理者は、利用者
の利便性も考慮し、決済方法の多様化への対応を図
ることが望まれる。

県の直営施設については、全ての施設においてPayPayに
よる電子マネー決済を導入している。また、銀行振込のた
めの納付書については、新財務システムを構築する中で
キャッシュレス決済対応の検討を進めている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【審査指導課】

指定管理施設におけるキャッシュレス決済については、
「指定管理者制度に関する手引き」において、令和２年度
以降、県有施設にて導入されている決済方法について導入
するよう努めることと規定している（現時点でPayPayの
み）。
今後も引き続き施設所管課に対し、導入を促していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【財産活用課】

6 備品管理シールの運用に
ついて

指摘 1 29 破損、汚損、剥離があるものについては、新しい備品管理
シールを貼付した。今後も定期的に現物の状態を確認し、
破損・汚損・剥離等がみられる場合は速やかに張り替える
等の対応を図っていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

剥離のあったものについては備品管理シールを新たに貼付
した。今後も定期的に現物の状態を確認し、破損・汚損・
剥離等ある場合は速やかに張り替える等の対応を図ってい
く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

備品管理シールの貼付漏れ等について、県、指定管理者と
ともに改めて確認を行い、備品管理シールを貼付した。
今後は、県の備品確認の際にシールの確認を行うほか、指
定管理者においても定期点検に加えて備品貸出しの前後で
確認を行い、シールの剥離や退色等を発見した際は速やか
に報告を行うよう指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

備品について現物確認を実施したところ、多くの施
設において、貼付されている備品管理シールの破
損、汚損ないし剥離があり、番号等の照合が確認で
きないものが発見された。また、備品管理シールが
備品に貼付されていないものが発見された。
備品管理上、備品管理シールによる現物管理は重要
である。県または指定管理者は、定期的に現物の状
態を確認して、貼付漏れがあった場合には備品管理
シールを貼り付ける対応や、破損等している場合に
は速やかに新しいものに貼り替えるなどの対応を取
る必要がある。
なお、屋外で使用する備品などは、備品管理シール
は比較的破損、汚損しやすく、劣化しやすいことが
予想される。このような備品には、よりシールの素
材を耐候性のある丈夫なシールを貼り付けたり、備
品台帳において写真を添付したり、保管場所の壁に
備品一覧表を貼り付けたりするなど、備え付け・保
管の状況が分かるようにするなどの工夫が必要であ
る。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

7 備品台帳について 意見 6 29 全ての備品が確実に識別できるよう物品番号を記載した備
品台帳を準備し保管しており、備品シール貼付の対応も万
全に行っている。今後とも物品の適正管理に努めていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

再指定時（R5年度）に協定書に添付されている一覧に備
品番号等を付記することとした。今後とも物品の適正管理
に努めていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

協定書に添付されている一覧に備品番号等を付記した一覧
を作成し、指定管理者と情報共有を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

指定管理施設について、協定書に添付されている一覧のほ
か、備品番号等を付記した一覧を作成し、県と指定管理者
が情報共有を行うように改め、備品の個別識別ができるよ
うにした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

8 AEDの設置場所の表示に
ついて

意見 7 29 各施設の案内板等にAED設置場所を表示するよう指導し、
改善されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

今後、AEDの設置場所を記載した案内図等の掲示場所を増
やしていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当公園では、人が通る駐車場等の施設案内図にAEDの設置
場所を表示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

施設の案内板等にAED設置場所を表示するよう指導を行
い、改善されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

指定管理者が管理する施設も含め、各施設の施設案内図等
にAED設置場所を表示した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

施設ごとに作成している備品台帳には、県で管理し
ている物品番号が記載されていないため、同じ名称
のものが複数記載されている場合には個別識別がで
きない場合もあり、突合せや管理が適切に行なわれ
ないおそれがある。そのため、県または指定管理者
は、施設で使用している備品台帳には、県が管理し
ている物品との同一性を確認できるように物品番号
を記載し、備品の個別識別ができるようにすること
が望まれる。また、備品台帳には、保管場所も記載
し、個別の備品の現物確認を効率的に実施できるよ
うにすることが望まれる。

各施設のAEDの設置場所には、AEDの設置案内の
シールが貼られていたが、ほとんどの施設の施設案
内図にはAEDの設置場所が記載されていなかった。
スポーツ施設や公園といった場所は、老若男女を問
わず使用される場所である。特に公園は施設自体が
大きい。県または指定管理者は、AEDが必要となっ
た緊急事態に素早く対応できるように、施設案内図
にAEDの設置場所を分かりすく記載したほうがよい
と考える。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

9 施設の運営状況を判断す
るための指標について

意見 8 31 利用者一人当たりのコストを算出し、過年度の平均を基準
とした指標を設定する。各年度ごとに基準値との比較を行
うことにより、施設の運用状況を判断し必要に応じて対応
策の検討を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

具体的なコストに関する指標の設定を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当課では、毎年の会計検査において、コストや入場者数に
対して主に前年度比を指標としてチェックし記録してい
る。
また、指定管理者に対し、過去との比較を事業報告書に記
録として残すよう指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

利用者一人当たりのコストを算出し、過年度の平均を基準
とした指標を設定する。各年度ごとに基準値との比較を行
うことにより、施設の運用状況を判断し必要に応じて対応
策の検討を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

県において各施設の年間の支出額と利用者数により使用者
１人当たりコストを算出し、過年度の平均を基準とした指
標を設けることとした。
今後は、各施設の事業報告書において、設定した基準値と
の比較による経営の改善・悪化等の評価を行うとともに、
それを踏まえた対応策を検討していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

県は、コストに関する指標など施設の運用状況を判
断するための指標を設定し、毎年度その指標から県
の判断結果を記録として残すべきである。
また、これらの指標を事業報告書に記載している指
定管理者はないが、この指標は、県の施設の運営状
況を判断するための指標としてだけではなく、指定
管理者にとってもコスト削減や利用者増加を意識さ
せる指標になると思われるので、県は、指定管理者
に県が設定した指標を事業報告書に記載させるよう
にすることが望まれる。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

10 適切な目標設定および詳
細な増減分析・要因分析
について

意見 9 36 月次、年次報告の際に、利用者数等の比較を行い、その分
析・記録を行うよう改めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

今後、具体的な目標設定から検討していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

指定管理者は利用者数や収支等を分析し、その要因の把握
に努めている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

指定管理者は利用者数等を分析し、その要因の把握に努め
ている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

指定管理者において月別、年度別の利用者数等の比較を行
い、顕著な増減があった際はその要因分析・記録を行うよ
う改めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

県民のスポーツへの参加を促し健康増進につなげる
ことや、施設の利用者を増加させ施設の有効利用を
促すためにも、県または指定管理者は、適切な目標
設定および詳細な増減分析・要因分析を行っていく
必要があると考える。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

11 目標設定の方法について 意見 10 38 地域の人口推移や地理的要素、競技の特性等を考慮した数
値目標の設定に努めており、目標として妥当だと判断して
いる。そのうえで、顕著な増減がみられる場合には、要因
の分析を行い適切な目標設定を行うこととする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

具体的な目標設定のために、指標となる数値の一つと考え
られる、公園利用者数の把握を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

指定管理者の再指定時の募集要項において、直近実績だけ
でなく、より理論的な目標数値を設定して業務の事業評価
を行い、その計算過程が把握できる内容を事業報告書にま
とめるよう求めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

地域の人口推移や立地条件の面から例年並みの数値を目標
としても妥当だと判断している。そのうえで、顕著な増減
があった場合はその要因を記録・分析し、より適切な目標
設定を行うよう努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

目標設定については、公園施設としての性質および地域の
人口推移や立地条件、新型コロナ等の社会的情勢を加味し
た上で、例年並みの数値が妥当との判断で設定している。
今後は、モニタリング結果を活用し、指定管理者におい
て、より適切な目標設定を行うよう努めていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

目標設定の際には、その多くが直近実績を基準にし
ている。直近実績は目標設定の参考とはなるが、そ
れ自体はそもそも効果的とはいえない事業運営の結
果かもしれず、基準として必ずしも妥当とは限らな
いことを理解する必要がある。県が中長期計画で掲
げている基本目標や推進事業の内容、周囲の人口・
他の同様の施設の存在等の客観的データ、フェルミ
推定（調査しないと分からないような数量を論理的
に概算すること）等の手法を用いて、県または指定
管理者は、理論的に目標数値を算出する方法を検討
するのが望ましい。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

12 目標設定の根拠資料の作
成について

意見 11 39 事業計画書等に算定根拠を記載するよう改善指導を行っ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

目標内容の検討に併せて、根拠の考え方についても検討す
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

指定管理者に対し、事業計画書等に算定根拠等の添付資料
を付記するよう指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

指定管理者に対し、事業計画書に目標数値の算定根拠を記
載するよう改善指導を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

事業計画書記載の目標設定について、算定根拠等の添付資
料を付記するよう各施設の指定管理者に指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

13 モニタリング手法につい
て

意見 12 41 定期的に管理運営の状況確認を現地にて行うとともに、モ
ニタリング結果を反映させたチェックリストを作成し記録
として残すよう改めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

新たにモニタリングチェックリストを作成し、モニタリン
グ結果を記録として残すこととした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

モニタリングチェックリストを作成し、モニタリング結果
を記録として残すよう改めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

県においてモニタリング結果の記録様式を作成し、調査・
報告事項を明確にするように改めた。
また、指定管理者において、利用者数等については前年・
前年度利用者数等を比較し、顕著な増減があった場合は要
因分析・対応について記録するように改めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

事業計画書や事業報告書にて記載される目標数値に
ついて、それがいかなる要因を考慮して決定したの
かを説明できる資料がない。県または指定管理者
は、目標設定の際には、内部環境や外部環境をどの
ように考慮したのか、目標算出の計算はどのように
行ったのかを事後的にも把握できる、要因把握が可
能な資料（「目標数値設定表」等）を作成すること
が望ましい。

内部評価において、どのような観点からどのように
モニタリングしたのかを把握できる資料が残されて
いない。県は、モニタリング実施時において何につ
いてモニタリングしたかを記録した調書を残すべき
である。例えば、チェックリスト等を使用すること
で、評価基準や評価項目・評価方法を明確化させる
ことで、一定水準以上のモニタリングを確保するこ
とができ、また、調書として残すことで今後のモニ
タリングにも活用できると考えられる。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

14 Webサイトの充実につい
て

意見 13 45 施設の特徴や競技の特性・魅力等を掲載することにより、
初めてホームページを閲覧する方でも興味をもってもらえ
るよう充実させた。また、イベント情報やお知らせなどの
情報を掲載し、見やすいサイトとなるよう工夫している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

Webサイトへの掲載内容、レイアウトについて検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当公園のホームページでは、過去のイベント写真や最新の
イベント情報を掲載し、Webサイトの充実を図っている。
今後も施設予約サービスとリンクさせ、利用者がより使い
やすいホームページづくりに努めていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

Webサイトにおいて施設の魅力やイベント情報等を掲載し
ている。今後も利用者がより使いやすいWebサイトづくり
に努めていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

県および指定管理者が管理する一部施設についてホーム
ページの改修を行った。
ホームページ未改修の施設についても、指定管理者におい
て順次改修を行う予定である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

県または指定管理者は、施設利用者の利便性を高め
る観点および施設の利用促進を図る観点から、施設
のWebサイトにおいては、所在地、施設内容、利用
時間、利用料金等の基本的な施設概要情報を掲載す
るだけでなく、施設の魅力な点の紹介やイベント情
報等も掲載するなどし、施設の存在価値を広めるよ
うWebサイトの充実を図っていくことが望まれる。
また、Webサイトの作りにおいても、情報を探しや
すく、見やすいサイトとなるよう工夫することが望
まれる。
また、県が運営開始したWebサイトである「施設予
約サービス」と施設独自のWebサイトがリンクし
て、施設の空き情報の確認や施設の予約申請が容易
にできるようになることが望まれる



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

15 意見箱の設置について 意見 14 46 入口すぐの分かりやすい場所に意見箱を設置しており、利
用しやすいよう筆記具・用紙も備え付けた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

意見箱、回答用紙や筆記具などを置く適当な場所が屋外に
はないため、歴史博物館内への設置を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当公園では、意見箱を事務所の目立つ場所に設置されてお
り、回答用紙や筆記用具も備え付けている。
来所者に意見があれば意見箱に記入してもらえるよう声か
けを行うよう指定管理者に指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

入口付近に意見箱を設置しており、回答用紙や筆記用具も
備え付けている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

意見箱については、指定管理者において受付付近に移設す
る、筆記用具類を備え付ける等の対応を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

意見箱については、目立たない場所に設置されてい
たり、意見箱の周辺に回答用紙や筆記具なども備え
付けられていなかったりして、利用が期待しにくい
状況となっている施設もある。県または指定管理者
は、意見の投書がしやすいような工夫をすることが
必要と考える。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

16 アンケートの実施につい
て

意見 15 48 イベントや体験教室の開催時や施設見学時にアンケート調
査の声かけを行っており、回答があった場合には、良かっ
た点や改善すべき点を確認し、施設運営に役立てている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

幾久公園単独のアンケート実施ではなく、歴史博物館の来
館者向けアンケートに公園利用者対象向けの内容を追加
し、集めた利用者の意見、要望、苦情等について、整理し
て情報共有を図ることを検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当公園では、イベントや教室毎にアンケートを実施し、良
かった点や改善すべき点を確認している。今後は、不特定
多数の意見がもらえるアンケート調査も検討するよう指定
管理者に指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

イベントや教室の開催時等にアンケート調査を実施し、施
設運営に役立てている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

アンケート等の実施を行っていなかった施設については、
指定管理者に対し、アンケートを作成し、全利用者への声
掛けを行いながら配布する等積極的な意見収集に努めるよ
う指導した。
収集した意見については、整理・情報共有を行い、運営改
善につながるよう活用していく。一部施設については令和
６年度から実施予定である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

基本協定書にアンケート実施の取り決めの記載があ
るにもかかわらず、アンケートを配布して利用者の
意見、要望、苦情等を聴取している施設は半数以下
であった。また、実施していたとしても、特定のイ
ベントや教室等に参加した人を対象としたアンケー
トであり、不特定多数の者へアンケートを配布して
の実施は行われていなかった。
県または指定管理者が実施する利用者の満足度を調
査するためのアンケートは、受け身的な形でのもの
でなく、アンケートを配布して行うなどの積極的な
形での実施が本来の趣旨からすると適当と考える。
また、集めた利用者の意見、要望、苦情等につい
て、まとめて整理して管理していない施設も多くあ
るが、ぜひまとめて整理し保管して情報共有を図る
ことが望まれる。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

17 アンケートの実施対象に
ついて

意見 16 48 施設利用者だけでなく、近傍の集客施設や類似施設でもア
ンケートを実施できないか検討するよう指定管理者に指導
した。施設によっては、HPにも施設利用に関するアン
ケートを掲載している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

幾久公園単独のアンケート実施ではなく、歴史博物館の来
館者向けアンケートに公園利用者向けの内容を追加する方
向で、アンケートの実施を検討していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当公園では、イベントや教室毎にアンケートを実施し、良
かった点や改善すべき点を確認している。今後は、来園者
だけでなく、近傍の集客施設や類似施設でもアンケートを
実施できないか検討するよう指定管理者に指導した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

多くの意見を収集するため、SNSを活用したアンケートを
実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

アンケート実施済みの施設については全利用者を対象と
し、受付の際に声掛けを行う等改めた。
また、指定管理者において所在自治体の住民アンケートで
設問を設ける等、幅広く意見収集を行うように努めてい
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

アンケートの実施対象者は、施設利用者に対してだ
けでなく、利用者以外を対象に実施することも、潜
在的利用者を増やすためにも実施することが望まれ
る。常連の利用者だけといった一部の人だけに依頼
するやり方だと意見が偏る可能性がある。また、潜
在的な利用者の要望を聞くことは、リピーター以外
の新たな利用者を増やすことが期待できる。県また
は指定管理者は、できるだけ多く人の意見が反映さ
れるような方法でアンケートを実施することが望ま
しい。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

18 SNS等を利用した情報発
信について

意見 17 49 はぴりゅう公式X（旧ツイッター）等において、各施設の
案内を検討しており、情報発信の充実を図っていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

SNS等を利用して公園の情報を流すことで、公園の存在や
魅力を伝えていく。また、チラシを配ることも検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

当公園では、ホームページやSNSによるイベント等の情報
発信だけでなく、開催したイベント等の活動状況を記載し
た季刊誌の発行や、パンフレットを定期更新し、近隣の集
客施設に配布している。また地元広報誌や地元のケーブル
テレビにイベントの告知を投込みし、取材していただいて
いる。
今後とも、さらなる情報発信の充実について検討してい
く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

WebサイトやSNS、チラシ等により施設・イベント情報の
発信を行っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

各公園の所在自治体および施設ホームページでイベントの
告知を行うほか、公式SNSを利用した情報発信に努めるこ
とにより、イベント情報等が住民に積極的に告知されるよ
うにした。
なお、幼児や高齢者向けのスポーツ教室等を実施している
施設については、対象者向けにチラシの作成・配布も行わ
れている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

今日、SNS等を利用する者が多く存在しており、
SNS等を利用して施設の情報を流すことで、施設の
存在や魅力を伝えることができ、利用者を増加させ
る効果があると考える。また、チラシや会報誌を発
行し配ることも同様に情報発信として有用と考え
る。特にイベント情報等を流すことで、こういった
ことが今ここでできるんだということが分かるとそ
こに行ってみようと思う人が出てくるため、県また
は指定管理者は、そのきっかけ作りを行うことが望
まれる。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

19 インターネット上の口コ
ミの活用について

意見 18 49 インターネットやSNSの利用者の書き込み等を定期的に
チェックすることとし、改善等を管理運営に反映する体制
とした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

定期的（週１回）にインターネットを確認し、施設管理に
利用していくこととした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

インターネットの口コミ情報を定期的にチェックし、施設
の運営に反映できないか確認するよう指定管理者に指導し
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

施設の運営に役立てるため、インターネット上の口コミ情
報を定期的にチェックすることとした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

県・指定管理者ともに定期的にインターネット上の評価確
認を行い、施設内の環境整備等、管理の参考としているほ
か、必要に応じて予算措置を行うこととし、利用者ニーズ
への対応に努めていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

今日、インターネット上には、さまざまな口コミ情
報が流れている。インターネット上の口コミ情報
は、忖度等なく、素直な意見や評価が記載されてい
るものが多い。特に苦情や不満は普段接している施
設の職員にはなかなか直接言いにくいが、インター
ネット上の口コミにはそういった情報も多く記載さ
れており、情報の宝庫とも言える。そのため、イン
ターネット上の口コミ情報は、有益な情報源とし
て、県または指定管理者は、定期的にチェックし
て、それを施設の運営に役立てていってほしい。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

20 イベントの実施推進につ
いて

意見 19 50 指定管理者には競技会や体験会などのイベントを定期的に
実施するよう指導している。市内の保育・教育機関などに
体験教室のPRチラシを配布するなど利用者増加を目指し
て広報活動に力を入れている施設もある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

現状維持が精一杯であり、新たなイベントの企画、実施に
ついては人員的にも予算的にも困難であるが、歴史博物館
の関連イベントとして実施可能か検討していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

指定管理者は令和４年度に６回のイベントを実施するな
ど、積極的なイベントの実施に努めている。
今年度、当施設は指定管理者の再指定にあたり、募集要項
には各種イベントの誘致に努めるよう記載した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

指定管理者は、競技団体等との連携も含めてイベントを実
施している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

各種スポーツ大会での利用の他、一部施設ではスポーツ教
室・講座の誘致を行っている。
また、イベントの会場としての利用について、会場提供の
案内周知に努めており、引き続き、指定管理者とともに利
用者増加につながるイベントに利用いただけるように周知
に取り組んでいく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

イベントの実施は、施設の利用者を増やす効果が大
きいと考える。そのため、県または指定管理者は、
積極的に自らイベントを企画して、利用者増加を
図っていくことも検討してほしい。また、施設にお
いてイベントを実施できることもPRし、外部の者
によって、イベントを実施してもらうことも検討し
てもらいたい。



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

21 ふるさと納税やクラウド
ファンディングを利用し
た資金確保について

意見 20 51 施設の維持管理に係る費用については、施設管理者の責務
において確保すべき費用であると考えている。
利用者の増加につながる新たな施設の整備やイベント実施
などに取り組む際は、ふるさと納税やクラウドファンディ
ングの活用を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ課】

施設の維持管理に係る費用については、施設管理者の責務
において確保すべき費用であると考えている。
利用者の増加につながる新たな施設の整備やイベント実施
などに取り組む際は、ふるさと納税やクラウドファンディ
ングの活用を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化課】

ふるさと納税制度は県事業の広報的な面が強く、施設の整
備・改修等を目的に利用することは制度の目的に沿うもの
ではないため、難しいと考えている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【公営企業課】

施設の維持管理に係る費用については、施設管理者の責務
において確保すべき費用であると考えている。
利用者の増加につながる新たな施設の整備やイベント実施
などに取り組む際は、ふるさと納税やクラウドファンディ
ングの活用を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域福祉課】

施設の維持管理に係る費用については、施設管理者の責務
において確保すべき費用であると考えている。
利用者の増加につながる新たな施設の整備やイベント実施
などに取り組む際は、ふるさと納税やクラウドファンディ
ングの活用を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

スポーツ施設の整備・改修や必要な備品の整備、イ
ベントの実施にはお金がかかり、厳しい財政事情の
中、多くのスポーツ施設やスポーツ団体において
は、資金の確保は共通の悩み事項であると思われ
る。現在においては、制度として、ふるさと納税や
クラウドファンディングが存在し、それを利用する
ことで、スポーツ施設の整備・改修や必要な備品の
整備、イベントの実施の助けになると考えられるた
め、それら制度を利用していってほしい。



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県福井運動公園【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

22 利用料金の減免・免除手
続について

指摘 2 67 福井運動公園のテニスコートにおいては、年間利用
券があり、料金表によれば一人当たり6,820円と
なっているが、某高校の男子テニス部については、
テニス部全体で6,820円で利用しており、料金規定
と異なる対応が行なわれていた。実態としては、減
免により利用料金が減額となったとのことであっ
た。県は、減免により利用料金を減額するのであれ
ば、減免申請書を提出してもらい、承認する形で行
う必要がある。

テニスコート改修前は使用料が低額であったため、一人に
つき徴収していたが、国体改修後の料金改正により高額と
なり、高校生の部活動利用に支障をきたすため、教育上の
観点から、校長から部活動のための利用という文書の提出
をもって詮議により人数分の減免の措置をとった。福井県
都市公園条例の別表第２のテニスコートの算定基礎の記述
において、「一面一人一年につき」の部分を、「一面一年
につき」に改正することにより、人単位ではなく、面単位
での金額設定とする。

23 利用者数の管理について 指摘 3 68 陸上競技場の利用人者調べを閲覧したが、2022年
2月28日および3月28日については、利用者がいた
ものの、利用者の記録が1日分漏れていた。県は、
利用者数の管理の上でも記録漏れが発生しないよう
なチェック体制を整備し運用すべきである。

複数人が関与し、毎月、記録漏れがないかのチェックを
行っている。今後は、各施設からの日誌をシステム化し、
さらに正確に集計作業を行うこととする。

24 利用者データの活用につ
いて

意見 21 68 利用者の分析については、運動施設別の利用者人数
程度の分析を行っているのみで、多角的な分析を
行っていない。スポーツの一層の振興を図る観点か
らすると、どの側面から推進活動を行うことが効果
的かを認識する必要がある。現在、曜日別分析や学
生／一般分析が主であるところ、これを例えば、男
女比、年齢別等の属性別などや、天候による影響、
周辺状況やイベントの影響などを組み合わせて分析
することにより、より多角的な側面から利用実態を
理解でき、スポーツ振興のための次の一手を打つた
めの重要な情報となりうるものと考えられる。県
は、利用者に関する多様なデータを有効活用するこ
とにより、利用促進を図ることが望まれる。

園内６施設の日々の利用状況については、利用人数のみな
らず、毎日の天候や気温等の情報も収集する体制に改めて
おり、多角的な観点から利用促進に繋がるようなデータの
活用に取組んでいる。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

25 会議室の利用率の向上に
ついて

意見 22 71 会議室があるが、現状、一般には開放しておらず、
施設利用者やスポーツ関係者にのみ解放していると
のことである。県は、会議室の利用者を施設利用者
等に限らず、一般の方にも開放し、会議室をより多
く利用してもらえるようWebサイト上などでPR
し、会議室の利用率の向上を図ることが望まれる。

現在はスポーツ関係者のみではなく、広く一般に会議室を
開放している。施設予約サービスにより空き状況なども確
認できるため、利用者が増加している。

26 意見箱の設置場所につい
て

意見 23 71 意見収集手段を確認したところ、利用者の意見を募
るために管理事務所の前に意見箱を１つ設置してい
るものの、意見箱の明示が不明確であり、設置場所
も道路上にあり、とても目立ちにくく、基本的に自
動車で移動することを考えると気づかれることがな
いような場所に設置されていた。また、外観がポス
トに見え、意見箱の表記も消えており、過去にも
誤って郵便物が入っていたこともあったとのことで
非常に分かりにくい状況にあった。加えて、意見箱
の周辺に回答用紙や筆記具なども備え付けられてい
ないため、利用が期待しにくい状況となっている。
幅広く意見を収集するために、県は、利用者が目の
届く所に設置するとともに、外観も意見箱と分かる
ように設定すべきであり、加えて、意見箱の存在を
周知し、投稿したいと考えている人が気軽に意見を
投稿しやすいように分かりやすくする必要がある。
特に、福井運動公園に対して一番貢献してくれるで
あろう利用者の意見は貴重であり、各利用者の行動
を考慮すると、現状、管理事務所の前のみに設置さ
れている意見箱１つでは十分でなく、それぞれの運
動施設にも意見箱を用紙や筆記用具とともに設置
し、幅広く意見を募れる体制を整備すべきと考えら
れる。

各施設の受付にご意見箱、用紙、筆記用具を設置した。要
望に対して、回答を求められた件については、回答済みで
ある。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

27 利用促進への取組みにつ
いて

意見 24 71 施設管理者へのヒアリングによると、１県民１ス
ポーツ普及事業として、指導者の養成、働き盛り世
代等へのスポーツ体験会の提供など、スポーツに親
しむ県民の増加により施設利用促進を図っていると
のことである。しかし、ヒアリングからの印象で
は、施設管理者としては、過去より継続して利用さ
れているスポーツ協会に加盟している各種団体との
日程調整やそれら団体からの改善要望等に対する対
応や、施設管理を徹底し、利用者へ安心・安全を提
供すればよいという風潮が見受けられ、施設の利用
促進については、利用者自身や各種スポーツ団体に
依存している側面が強いと感じた。福井県としてス
ポーツの振興・普及を目標として掲げているのであ
れば、県は、一般の利用客による施設利用を増加さ
せる取組みをより一層、能動的に計画し実行してい
くことが望まれる。

１県民１スポーツ普及事業として、指導者の養成、派遣、
働き盛り世代等へのスポーツ体験会の提供など、積極的に
一般企業や学校等に働きかけてスポーツに親しむ県民を増
やし、施設利用促進を図っている。

28 夜間照明設備について 意見 25 73 野球場や陸上競技場においては、夜間照明設備が付
いているものの、全照明を点灯して利用するのは年
間数日くらいである。ただし、電気料金の支払い
は、高圧電力契約によっており、全照明を点灯する
使用電力量がピークとなる日の最大需要電力に合わ
せて年間契約を結んでおり、年間を通すと割高な料
金設定になってしまっている。１年間を通じて、ほ
ぼ平均的に電力を使うことができれば問題ないもの
の年間稼働日数が少ないのであれば、県は、使用料
の多い日については、電源車をレンタルしてまかな
うなどし、少しでも電気料金を削減する工夫をコス
ト計算を行なったうえで、検討してもらいたい。ま
た、高圧契約のものについて、日常的に使用する設
備と臨時で使用する設備に契約を分け、前者につい
ては低圧契約、後者については、発電機を借りるな
どして電気料金の削減も可能と考える。その他、そ
れぞれの電気機器の電気使用量のピークがずれるよ
う電源を入れる等の工夫を行うなどし、少しでも電
気料金を削減することが望まれる。

電源車による照明の点灯は、設備の仕様上不可能である
が、使用電気量を分析した上で、少しでも電気料金を削減
するために、基本料金の契約Ｗ数を1,100kwから980kw
に減量・変更した。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

29 案内表示看板について 意見 26 73 屋内休憩所について、新型コロナ感染症対策のため
入口が開かれた状態にあったため、扉付近に貼って
ある授乳室の案内表示看板が見えなくなっていた。
利用者の利便性を考え、県は、案内表示看板は見え
る位置に掲示されておくよう改善が必要である。

案内表示看板について、利用者から見える位置に付け替え
た。

30 施設の快適性について 意見 27 73 公園全体として木が多く、子ども連れにとっては死
角になる場所が多いように感じる。県は、より開け
た公園になるよう景観の改善を検討していただきた
い。

景観上・防犯上の観点から、日々、業者委託による植木の
選定作業を行っている。また、危険箇所がないか、施設職
員が公園の隅々を巡回するようにしている。なお、高い木
については、今後低く伐採していく。

31 備品台帳からの消去漏れ
について

指摘 4 74 CD、MDデッキ（SONY MXD-D100　55,440
円）については、平成27年度に備品自体を廃棄し
現物が存在していなかったが、備品台帳上は残って
おり、台帳上、消去するのを失念している状況で
あった。県は、台帳と現物の不一致が生じないよう
な管理の仕方を整備するなど備品の管理を適切に
行っていく必要がある。

当該備品については廃棄手続き済みである。今後とも適切
な備品管理に努める。

32 備品の現物確認について 指摘 5 74 備品の現物確認状況を確認したところ、体育館にお
いて大きな大会が開催される前にその大会に合わせ
て備品等を確認している以外には、内部の事前監査
や本監査の実施時において、重要性のある備品につ
いては現物確認を実施している程度で、定期的に全
体的な備品の現物確認を実施していないとのことで
あった。
備品については、現物数量や日常管理の程度にもよ
るが、県は、原則として年に1回は、全ての備品に
ついて実際に存在しているかどうか、使用できるも
のであるかを確認すべきである。数量が多すぎる等
の場合でも、例えば、数年に１度の頻度でのロー
テーションによる現物確認は実施したほうがよいと
考える。

監査前の確認だけではなく、施設ごとに時期を決めて確認
作業を行うこととした。

33 使用していない備品につ
いて

指摘 6 74 長期間使用されておらず、今後も使用の見込がない
備品が倉庫に保管されていた。県は、今後、使用し
ない、もしくは、使用できない備品については現物
を廃棄する必要がある。

今後使用見込みのない備品については、業者に依頼して廃
棄を実施した。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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講じた措置等の内容

34 備品の数量管理について 意見 28 75 例えば、物品番号16005755のファール回数表示
は、備品台帳に現在数量は１つと記載されている
が、現物は２つあった。
記載数量と現物数量の差異は、競技ごとに必要な数
量を１つとしているとのことだった。競技ごとに必
要な数量を1つと備品台帳に記載すると、現物２つ
のうち１つを廃棄した場合、備品台帳の数量が実態
と差異が生じたりする可能性がある。県は、備品数
量が容易に把握できるように、備品台帳には、実際
の現物数量で記載するか、もしくは、複数の備品を
１つとして記載するのであれば、備品現物に
（1/2）（2/2）等の番号をつけるとともに、備品
台帳の備考欄に実際の数量情報を記載する等実際の
数量が分かるように備品管理を行っていくほうがよ
いと考える。

登録済みの備品については、システム上修正できないた
め、複数ある備品の一部を廃棄する際は、残った数の分を
新規で登録する対応をとり、実際の数量と備品台帳記載数
に差異が生じないように対応している。

35 使用できない備品の管理
について

意見 29 75 故障中で稼働できない備品が他の備品と同じ場所に
置かれている。
県は、故障中で稼働できないものについては、正常
に稼働しているものとは区別して分かるように管理
すべきである。また、故障したものについては、適
時適切に修繕を行っていく必要がある。

故障している備品については適宜修繕を行って使用してい
る。修繕しても稼働できないものについては廃棄手続きを
行っている。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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36 備品の保管場所の管理に
ついて

意見 30 75 備品の現物確認を実施したところ、備品台帳に保管
場所（施設）の記載欄がなく、どの場所にあるかな
かなか分からないものがあった。また、１つの運動
施設（ロケーション）で確認された現物の数量が備
品台帳と合わないケースが発見された。他の複数の
運動施設（ロケーション）にある現物の数量を合算
すると、備品台帳上の数量となるものの、その現物
が現状どこに存在しているかが明示されている状態
ではなく、この状態では、現物の所在が即座に判明
せず、盗難、紛失、他者への貸出しが放置されるお
それがある。したがって、県は、現物の一元管理お
よび移動管理を行い、現物の所在を明らかにする管
理体制が望まれる。
例えば、管理方法として、備品台帳に保管場所を記
載し把握できるようにするとともに、各施設で共通
して使用している備品等の管理についてはパソコン
から現時点における保管場所を容易に分かるように
するといった工夫が考えられる。また、備品ごとに
基本的保管場所を決めて、備品自体に保管場所がわ
かるようなシールを貼り付けると良いのではないか
と考える。その際、シールは保管場所ごとに色分け
したり、保管場所のNo.を記載すると管理が容易に
なるのではと思われる。

定期的に施設ごとに備品台帳と現物の確認をし、写真とと
もに保存し、台帳リストに保管場所を登録している。移動
があればその都度更新する作業を行っている。

37 備品の借用管理について 意見 31 75 利用者による備品の借用に関しては、借用書をとっ
ているものの、その返却については日報にメモされ
るのみで、借用事実と紐づけて管理が行われていな
い。備品はあくまでも県の財産であり、借用は県の
財産が手許を離れている事実を鑑みると、その返却
を受けることまでが重要な現物管理である。した
がって、県は、借用書を一元管理し、借用書上で返
却証跡を残すなど、借用事実が適切に管理できるよ
うな体制を整備することが望まれる。

貸出の日の２週間前までに借用書を記入してもらい、決裁
後、備品を有する施設担当者にコピーを渡す。貸し出す際
は、施設担当者が立ち会って貸し出す。また、返却時は借
用書のコピーに、施設担当者の返却済みの確認印、または
サインと日付を記入する。こうした体制に変更し対応して
いる。

38 美術品の管理について 意見 32 76 管理棟１階の階段前にブロンズの彫刻像が無造作に
置かれており、高価な美術品が人目に触れない状態
となっている。県は、当該ブロンズの彫刻像につい
て、他の施設での設置も含め、適切な配置場所を検
討していただきたい。

県立美術館、博物館で展示できないか打診したが、スペー
スの問題などで断られたため、園内他スペースでの展示を
検討している。今後、より多くの来場者の目に触れるよう
検討を進めていく。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立武道館【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

39

スポーツ保険料の管理に
ついて

意見 33 82 武道学園の講師および受講者が加入するスポーツ保
険について、その保険料について、講師分は公費負
担、受講者分は私費負担となっているが、これら保
険料が私人口座に合算され、そこから保険料が支払
われる仕組みとなっている。なお、この私人口座に
は、現在、不明残高がある状態となっている。県の
管理から外れた形での口座があることは適切でない
と考える。
また、公費と私費を合算して管理している現在の体
制については、資金を明確に管理できていない状態
であり、これが県の簿外の私人口座にて行われてい
ることについても、資金管理が不透明になるおそれ
がある。また、この私人口座には不明残高があり、
この内容も明確にできていないことからも、資金管
理が十分にできていないことがうかがえる。
したがって、県は、武道学園のスポーツ保険に関す
る保険料の資金の流れを明確にし、適切な管理が行
えるよう整備されたい。

令和５年度から、講師と受講生の保険料について、公費
（講師分）と私費（受講生分）の区分を明確にするため、
公費（講師分）は口座振替で、私費（受講生分）はコンビ
ニ払いで別々に支払うこととしている。

40

利用者データの活用につ
いて

意見 34 82 利用者の分析状況を確認したところ、武道に関わる
人口調査は実施されおり、データを保有している。
しかし、その情報をもとに県立武道館としてスポー
ツ振興につながる働きかけには活用しておらず、調
査しているだけの状況となっている。
県は、利用者データについて、多角的な側面から分
析を行い、効果的な普及活動に活用できるようにす
ることが望まれる。

県内各地域別の武道団体数や武道愛好者数等の活動データ
をもとに、活動があまり盛んではない地域について、武道
の普及振興をどのようにしていくか、各武道団体と協力し
て武道志願者の掘り起こしを図っている。

41

会議室の利用率の向上に
ついて

意見 35 84 会議室があり、現状、一般の方も利用できるように
なっているが、実質、利用者のほとんどは、教育関
係者のみとのことである。県は、会議室をより多く
利用してもらえるようWebサイト上などでPRし、
会議室の利用率の向上を図ることが望まれる。

武道館ホームページでの案内に加え、令和５年度からは施
設予約システムを導入し、誰でも会議室の空き情報確認や
予約をWebでいつでも簡単にできるようにしている。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

42

Webサイトのリンク切れ
等について

意見 36 84 当施設のWebサイト上の「福井県公立武道館協議
会加盟施設一覧表」や一部のページからの「武道館
のトップページへ」は、クリックすると、「お探し
のページが見つかりません」となっておりリンク先
が切れてしまっており到達できなくなっていた。
県は、Webサイトの管理を適切に行ない、リンク
切れが発生していないかなどときどき確認すべきで
ある。
また、当施設のWebサイト上、《福井県内　公共
施設》として、福井県広域スポーツセンター、エン
ゼルランドふくい、ふくい健康の森、テクノポート
福井総合公園の4つだけをリンクしている状況に
あった。他方、福井運動公園など他の県のスポーツ
施設をリンクしていない上に、スポーツ施設でない
エンゼルランドふくいをリンクしていているなどリ
ンクの基準が不明であった。
デジタルツールについては、単に導入すればよいの
ではなく、その後のメンテナンスも重要となるた
め、県は、情報管理の責任者を配置し、適切に運用
管理を行っていくべきと考える。

ホームページについては、未更新情報がないか、リンク切
れ項目が発生していないか等を定期的に確認し、適切な運
用管理を行うようにしている。また、令和５年度からは施
設予約システムにより、県や市町の体育、文化ほか各種公
共施設について、最新情報が相互に確認できるようになっ
たため、当武道館のホームページ等のWebサイト上からは
他の公共施設へのリンクは削除した。

43

普及活動への取組みにつ
いて

意見 37 85 武道館として、前期・後期の武道教室の開催および
開催前の武道体験教室を年2回開催しており、ま
た、これに先立ち、ポスターやチラシを県内学校や
市役所に配布しているものの、競技普及は、基本的
に各種団体に任せているところがある。武道館も各
種団体と異なるルートや得意な方法により普及活動
を行うことが望まれる。

武道館では前期・後期の武道教室の開催前に、各武道の体
験教室を年２回開催しているが、令和５年度からは各期と
も複数の武道教室の体験ができるようにし、体験機会を増
やす等の普及活動を行っている。

44

出張ベースでの武道教室
の推進について

意見 38 85 武道館は、出張ベースでの武道教室を行う制度を設
けているとのことであるが、そういった県内におけ
る武道に接する機会の均等を図るための取組みを積
極的に実施することが望まれる。また、出張ベース
での武道教室を行っていることがWebサイトに記
載されていないので、そういった制度があることを
Webサイトにおいて案内することが望まれる。

県内の中学校や高等学校から武道の部活動および授業の指
導要請があれば、当武道館または当該校において、当館職
員が専門的な見地から安全で充実した武道指導を行い、武
道の普及振興を図っている。こうした活動については、武
道館ホームページでも案内している。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

45 施設の老朽化について 意見 39 86 施設の老朽化・陳腐化状況を確認したところ、施設
の躯体は比較的しっかりしているものの、建設から
30年以上が経っていることもあり、施設壁面にひ
びが入っていたり、天井に雨漏りの跡があるところ
が散見された。また、弓道場の射場については、競
技に影響はないものの、地盤沈下の影響もあり施設
建屋の床が一部傾いているところがあった。
利用者へ安心・安全な施設を提供するためにも、県
は、随時適切な修繕等を行い、施設の維持に努めら
れたい。

消防設備、給排水設備、空調設備等の建築設備の修繕につ
いては、施設利用者に対する危険性や影響度の高いものか
ら随時着手している。

46 備品の現物確認について 指摘 7 87 内部の事前監査や本監査の実施時において、重要性
のある備品については現物確認を実施しているくら
いで、定期的に全体的な備品の現物確認を実施して
いないとのことであった。
備品については、現物数量や日常管理の程度にもよ
るが、県は、原則として年に１回は、全ての備品に
ついて実際に存在しているかどうか、使用できるも
のであるかを確認すべきである。数量が多すぎる等
の場合でも、例えば、数年に１度の頻度でのロー
テーションによる現物確認は実施したほうがよいと
考える。

備品台帳から設置場所毎の備品一覧表を新たに作成し、そ
れをもとに備品現物の有無および使用の可否を確認し、存
在しないものや使用できないものは廃棄処分手続きを行っ
ている。また、備品シールの破損等を確認した場合は、速
やかに新しいものに貼り替えている。

47 ブラウン管テレビの管理
について

意見 40 87 合宿所内に古いブラウン管テレビが置いてあり、地
デジチューナーを介して地上デジタル放送を視聴す
ることができるような形になっていた。当該テレビ
に付いていた手順マニュアルに従って、地上デジタ
ル放送を視聴できるか確認してみたが、視聴するこ
とができなかった。県は、テレビとして使用するの
であればいつでも使えるようにしておく必要があ
る。もし、テレビとして使用できなくなっているの
であれば、当該ブラウン管テレビは廃棄すべきであ
る。

視聴することができなかった原因は、テレビではなく地デ
ジチューナーの故障であったため、同機を交換し視聴でき
るように対応した。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆幾久公園【文化課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

48 委託料の帰属・配分方法
について

意見 41 93 令和３年度において、施設管理業務の委託料を確認
したところ、当初予算は、歴史博物館と幾久公園に
ついて当該委託料を割り振って見積りを行ってい
る。しかし、入札の結果、当初予算の範囲内に委託
料が収まったため、当初予算の割合などによって契
約された委託料を割り振るのではなく、歴史博物館
側の判断で委託料全額を歴史博物館のみに割り振っ
て収支管理を行っている。したがって、幾久公園自
体は委託料ゼロで施設管理業務を委託する状況と
なっている。
この状況は、幾久公園側に必要な管理支出が発生し
ないような誤解を招き、幾久公園の実態をゆがめて
今後の管理方針にも影響をもたらすと考えられるた
め、県は、一体契約の場合は合理的な基準で支出を
振り分け、収支実態を適切に認識すべきである。

令和５年度以降の契約においては、歴史博物館、幾久公園
で適切に執行額を振り分けることとした。

49 公園内の据え付け灰皿に
ついて

意見 42 93 公園の現場視察を実施したところ、公園内ベンチの
そばに多くの据え付け灰皿が散見された。受動喫煙
の防止が求められるようになってそれなりの月日が
経つが、公園内の多数の灰皿が備え付けられている
状況は好ましくないと考えられる。
望まない受動喫煙の防止の観点から、県は、当該灰
皿は撤去し、受動喫煙対策を実施した専用喫煙所を
設けるなど、対策が必要であると考えられる。

令和４年度中に、公園内の灰皿を全て撤去した。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告
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50 公園内の樹木管理につい
て

意見 43 93 公園全体として、樹木が非常に多いため、これの管
理のための委託料も多額に発生している。樹木から
発生する落ち葉が大量であり、これが通路をふさい
だり、点字ブロックを不明瞭にしたりと弊害が発生
している。さらに、樹木の根により、通路のアス
ファルトがはがれたり、ひび割れたり、凹凸ができ
たりしてる場所も散見された。
なお、落ち葉問題については、公園利用者の善意に
よる落ち葉拾い活動により、一定程度解消されてい
る側面もあるが、根本的な解決ではないと思われ
る。
将来まで多額の委託料をかけて樹木を管理し続け、
樹木による敷地破損を修繕し続け、利用者の善意に
頼り続けるのも限界があると考えられることから、
県は、樹木の管理については、例えば、樹木数を管
理可能なレベルまで間引くなど、根本的な問題解決
を図る必要があると考える。

植栽管理委託業者に、敷地全体の樹木の状態確認を依頼
し、敷地東側の一部の危険木の伐採、枝打ち、剪定を実施
した。なお、今後とも予算の執行状況を勘案して、実施し
ていく予定である。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆臨海中央公園【都市計画課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

51

利用料金の預け入れにつ
いて

指摘 8 98 臨海中央公園有料公園施設使用料徴収事務委託契約
書の第４条２項上、収入した現金が１万円に達する
までは５日以内（土日祝日含む）に預け入れること
ができるとなっているが、一部の預け入れが５日以
内に実施されていなかった。県は、内部統制を適切
に整備・運用し、そういったことが発生しないよう
にすべきである。

当該不備の発覚時に委託業者に対して説明・指導を行うと
ともに、臨海中央公園を管理する福井港湾事務所として引
き継ぐようにした。
今後も委託業者への適切な説明を徹底することで再発防止
に努めていく。

52 樹木の管理について 意見 44 100 施設の樹木が生い茂り、建物の屋根にかかっている
状態になっていた。県は、建物が傷まないように早
期に伐採する必要がある。

令和４年度に臨海中央公園の建物管理に影響のある樹木は
伐採した。今後も施設管理状況に応じて適切に対応を行っ
ていく。

53 放置自転車の廃棄につい
て

意見 45 101 公園の現場視察を実施したところ、敷地内に放置自
転車が捨てられていた。県は、当該放置自転車につ
いて早期に廃棄すべきである。

令和５年度中に対応予定である。

54 公園内の据え付け灰皿に
ついて

意見 46 101 公園の現場視察を実施したところ、多くの据え付け
灰皿が散見された。受動喫煙の防止が求められるよ
うになってそれなりの月日が経つが、公園内の多数
の灰皿が備え付けられている状況は好ましくないと
考えられる。
望まない受動喫煙の防止の観点から、県は、当該灰
皿は撤去し、受動喫煙対策を実施した専用喫煙所を
設けるなど、対策が必要であると考えられる。

令和５年度中に対応予定である。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立馬術競技場【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

55

自主事業の利用料金の承
認について

指摘 9 110 自主事業については、基本協定書上、自主事業は県
の承認を受けて行うこととなっている。事業計画書
を確認したところ、事業計画書において、乗馬体験
およびお試し乗馬レッスンの利用金額が記載されて
おらず、結果的に利用料金については計画承認を受
けていない形になっていた。
基本協定書への遵守性を考慮すると、指定管理者
は、乗馬体験およびお試し乗馬レッスンの利用料金
についても明記し、県から承認を受けた状態で実施
する必要がある。

令和５年度の事業計画書において、自主事業の利用料金を
明記するよう指導し、承認したうえで事業を実施した。

56 事業報告書の提出期限に
ついて

指摘 10 111 事業報告書の提出状況を確認したところ、基本協定
書では、事業報告書を、毎年度終了後30日以内に
提出しなければならないことになっているが、実際
に事業報告書が提出されたのは令和４年５月16日
となっていた。
実務上、令和３年度の事業は令和４年３月31日を
もって実績が確定し、その後、指定管理者における
決算確定および実績のとりまとめが行われたうえ
で、報告書として提出されるため、その作業に時間
を要してしまう状況も理解できる。
しかし、基本協定書に定められた事項を遵守するの
が協定書を定めた意味であることから、県と指定管
理者は、実務側の迅速化を図って期限を遵守する
か、どうしても期限遵守が困難である場合は、双方
合意のもと、期限に関する取り決めを合理的な範囲
で設定し、基本契約書を遵守した事業運営を執り行
うようにするべきである。

令和４年度の事業報告書については、期限を遵守し令和５
年４月２５日に提出された。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告
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57 基本協定書における管理
物件一覧の記載誤りにつ
いて

指摘 11 111 基本協定書の内容を精査したところ、馬術競技場の
管理物件一覧の面積および数の表記が正確でないも
のが発見された。具体的には、管理物件一覧の中の
「外来厩舎」に係る記載で、下記のとおりであっ
た。
基本協定書における取り決めは、双方の認識を整理
し、後の争論を防ぐ役割があるため、双方合意のも
と正確に作成されるべきであると考えられる。県お
よび指定管理者は、誤らないように基本協定書を作
成する必要がある。

基本協定書に記載の「外来厩舎」について、面積および数
の表記誤りの訂正を行った。
今後、基本協定書等の作成の際には、遺漏のないようダブ
ルチェック等の強化を図る。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立ライフル射撃場【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

58 施設使用の合意について 意見 47 115 指定管理者である福井県ライフル射撃協会の住所
が、福井県立ライフル射撃場の住所となっている
が、県と指定管理者との間で指定管理者の住所を福
井県立ライフル射撃場に置くことの合意が得られて
いる形跡が見受けられなかった。
指定管理者といえども県所有の施設に住所を置く場
合には、県より合意を得ることが必要であると考え
られる。そのため、指定管理者は、その住所地を県
所有の施設に置くのであれば、県の承認を取ってい
ただきたい。

令和５年度の事業計画書について、福井県ライフル射撃協
会の住所を福井県立ライフル射撃場の所在地とする旨、記
載するよう指導し承認を行った。

59 利用料金の案内について 意見 48 117 福井県ライフル射撃協会のWebサイト上におい
て、当協会が指定管理者として管理している福井県
立ライフル射撃場の概要が記載されているページが
あるが、利用料金の記載が行なわれていない。その
ため、利用料金を把握するためには、電話で指定管
理者に問い合わせるか、もしくは、福井県のWeb
サイトより利用料金を検索して把握するしかない。
今日、Webサイト上で情報を収集する人が多く
なっており、施設の使用を検討している利用者の利
便性を高めるためにも、指定管理者は、施設の
Webサイト上に利用料金について記載するなど、
施設利用者にとって分かりやすく情報を提供する必
要があると考える。

福井県ライフル射撃協会のホームページにおいて、利用料
金について明記し周知を図った。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

60 減免手続について 指摘 12 117 指定管理者は、一部の利用者に対して利用料金の減
免を行っている。利用料金免除申請書で減免の管理
を行っているが、指定管理者が利用料金の全部また
は一部を免除する場合には、県の承認を得なければ
ならないとされているところ、県の承認を得ていな
い。
部活で利用している高校生やビームライフルクラブ
の小中学生等の一部の利用者の利用料金について減
免を行っている。減免は過去の慣習から行っている
ものとのことであり、県の承認を受けた減免基準に
よって行なわれているものではない。
指定管理者は、減免により利用料金を減額するので
あれば、県に承認してもらう必要がある。

令和５年度の事業計画書について、利用料金の減免基準を
明記するよう指導し承認を行った。

61 Webサイト上の施設の表
記について

意見 49 119 福井県ライフル射撃協会のWebサイトにおいて、
福井県立ライフル射撃場についての紹介ページがあ
るが、協会が指定管理している旨の記載がない。現
状の表記だと福井県立ライフル射撃場は、福井県ラ
イフル射撃協会の所有物と誤解を与えるおそれがあ
る。そのため、指定管理者は、指定管理者が「福井
県ライフル射撃協会」であることを表記したほうが
よい。

福井県ライフル射撃協会のホームページにおいて、当団体
が福井県立ライフル射撃場の指定管理者に選定されている
旨の表記を追加した。

62 駐車場の案内図の設置 意見 50 119 福井県立ライフル射撃場を利用する際に使用する駐
車場は、通常、管理棟前の駐車場であるが、当施設
の案内版が、少し離れた50ｍ射撃場のところにあ
ることから、初めての利用者などは、管理棟前の駐
車場とは違う所に誤って誘導されてしまうように
なってしまっている。そのため、指定管理者は、管
理棟前の駐車場の場所が分かるような案内図を設置
することが望まれる。

管理棟前の駐車場の場所が分かるような案内図を設置して
いる。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

63 ビームライフル用射座の
設置について

意見 51 120 ビームライフルは、銃刀法の規制がないため老若男
女を問わず楽しめるのでライフル射撃利用者の底辺
拡大に向けてビームライフルの利用者を増加させる
ことが有効と考えられる。そのためにはビームライ
フル用の射座が設置されることが望まれる。
また、指導員の人数も不足しており、現状以上の人
数が来場しても対応できない状況にある。ビームラ
イフルを行う者は、ビームライフル会員になる必要
があるが、現状、新規会員を断っている状況にある
ほどである。
将来において、ビームライフル会員が増加したとし
ても指導員が対応できるような状況になった際に
は、エアライフル競技の底辺拡大や愛好者拡大を図
るためにも、県および指定管理者は、ビームライフ
ル専用の射場を設置するといった施策を検討するこ
とが望まれる。

平成３０年度の福井国体に向けて、１０ｍ射場の整備を
行った。当分福井国体のような大規模な大会の開催見通し
はなく、県の財政事情を考慮するとビームライフル専用の
射場を設置するということは現実的ではない。底辺拡大の
ための施策として、イベントにライフル射撃のブースを出
展する等の対応を図っていく。

64 樹木の管理について 意見 52 121 施設の樹木が生い茂り、的の屋根の上や、建物の屋
根の上にかかっている状態になっていた。指定管理
者は、的の屋根や建物の屋根が傷まないように早期
に伐採するのが望ましい。

生い茂った樹木について、指定管理者が適切に伐採を行っ
た。

65 TVの廃棄について 意見 53 121 現場視察を実施したところ、敷地内に液晶テレビが
捨てられていた。不法投棄されたものとのことであ
る。県と指定管理者は協議して当該液晶テレビにつ
いては早期に廃棄すべきである。

当課において当該液晶テレビの廃棄を行った。

66 備品の管理について 意見 54 122 50ｍ射撃場に置かれている福井県立ライフル射撃
場の管理物件について、県所有の備品と地元の高校
および福井県ライフル射撃協会の備品が無造作に置
かれており整然と管理されていなかった。
整然と管理されていないと、例えば大会等が行われ
た場合、利用者が無許可で使用したり誤って備品を
持ち出したりする可能性もある。そのようなリスク
を回避するためにも、指定管理者は、ライフル射撃
場の管理物件について整然と管理する必要がある。
また、使用できない不要なものがあれば廃棄する必
要がある。

地元の高校へ連絡し、射場で保管されている備品の管理を
適切に行った。今後も整然と管理していく。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立アーチェリーセンターおよび福井県立クライミングセンター【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

67 減免金額の報告について 意見 55 130 競技力向上のために必要な国体強化選手は利用料金
を減免するなどの対応を行っており、減免した人数
は事業報告書において報告されているが、減免され
た金額の集計報告は実施されていない。本来あるべ
き収入からどのぐらいが減免されているかについて
は重要な情報であり、指定管理者は、減免された金
額について集計し報告すべきである。

減免金額の実績についても月次報告書で報告するよう是正
した。

68 Webサイトのリンク切れ
について

意見 56 132 Webサイトのリンク先のうち、福井県関連のリン
ク先（福井県、福井県交流文化部スポーツ課、福井
県教育庁保健体育課）についてアドレスが最新のも
のとなっていないため、リンク先が切れてしまって
おり到達できなくなっていた。
指定管理者は、Webサイトの管理を適切に行な
い、リンク切れが発生していないかなどときどき確
認すべきである。
また、デジタルツールについては、単に導入すれば
よいのではなく、その後のメンテナンスも重要とな
るため、情報管理の責任者を配置し、適切に運用管
理を行っていくべきと考える。

Webサイトのリンク先について、各リンク先のアドレスを
最新のものに更新するよう是正した。今後、Webサイトの
管理を適切に行い、リンク切れが発生していないか随時確
認することとする。

69 回数券や定期料金の設定
について

意見 57 132 令和4年度のアンケートでは、利用料金についての
意見を受けている。利用者にとっての利便性向上の
ためにも、指定管理者は、民間施設では設定がある
回数券や定期料金などの導入を検討することが望ま
れる。

回数券や定期料金等を導入することにより、アーチェ
リー・クライミングセンターの収入減少が想定されるた
め、現実的ではない。利便性向上のための他の施策で利用
者拡大を図っていく。

70 LED照明の積極的な導入
について

意見 58 133 照明器具として水銀灯を利用している。一般照明用
の高圧水銀灯について製造、輸出または輸入が令和
3年から禁止となっているため、いずれは更新する
必要がある。LED化に伴い電球の交換サイクルの長
期化や電気使用量の削減が可能である。こういった
設備投資は早ければ早いほど投資効果は大きくなる
と考えられるため、県は、検討を進めることが望ま
れる。

現時点で、管理運営上支障が生じていないと認識している
が、寿命到来時期を見据え、計画的に取り換えを検討する
必要はある。他施設の修繕案件の優先度を考慮したうえ
で、予算要求を行っていく。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告
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通番 項　　目 区分
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ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

71 廃棄物について 指摘 13 133 アーチェリーセンターでは、的の一部として利用す
る畳について大量の廃棄物が生じるが施設内に放置
されていた。また、福井県の所有物ではないが、テ
レビやショーケースなど協議会が利用していたもの
の壊れて使っていないものについても廃棄されずに
放置されていた。指定管理者は、適切に廃棄するこ
とが必要である。

指定管理者において適切な廃棄を実施した。

72 備品の現物確認について 指摘 14 134 指定管理者は、所有する現存の備品に対して定期的
な現物確認を実施していない。
備品については、現物数量や日常管理の程度にもよ
るが、指定管理者は、原則として年に1回は、全て
の備品について実際に存在しているかどうか、使用
できるものであるかを確認すべきである。数量が多
すぎるなどの場合でも、例えば、数年に１度の頻度
でのローテーションによる現物確認は実施したほう
がよいと考える。

アーチェリー・クライミングセンター内のすべての備品に
ついて、現物確認を行った。なお、定期的な確認を行うた
め、今後は毎年度４月に現物確認を実施することとする。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立クレー射撃場【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

73 指定管理者交代時の引継
ぎについて

指摘 15 140 令和3年4月より指定管理者の変更が行われ、福井
県クレー射撃協会となった。前任の指定管理者との
引継ぎの際に電気水道の引継ぎがうまく行われずに
電気水道が止められるといった事態が発生した。ま
た、スキートプールの放出機は、調整が必要な状態
であった。
指定管理者の引継ぎがきちんと行われないと、施設
設備の維持保全管理や管理運営をスムーズに行うこ
とができず、利用者の利用に支障をきたすなど不測
の事態に陥りかねない。今後、指定管理者の交代が
あるときは、指定管理者のみならず福井県としても
管理業務の引継を密に行う必要がある。その際、
チェックリストを使用して引継を確実にできる体制
を構築するのがよいと考える。

施設の設備、備品の特徴を記したマニュアルを作成し、指
定管理者の交代が生じても、適切かつ円滑に引継ぎができ
るような体制を整えた。

74 自動販売機手数料収入の
計上漏れについて

指摘 16 141 令和３年10月分以降の分に係る自動販売機に係る
手数料収入について、施設の職員が誤って福利厚生
用の財布に入れてしまったため、収入に係る会計処
理が漏れてしまっていた。
指定管理者は、自動販売機に係る手数料収入に係る
現金の管理を適切に行えるようなチェック体制を設
けるともに、その計上漏れが発生しないような
チェック体制を設ける必要がある。

令和４年度以降、チェック体制の見直しを図り、計上漏れ
が発生しないようダブルチェック体制で現金管理を行うな
どの対策を講じた。

75 射場使用料収入計上額の
誤りについて

指摘 17 142 令和３年度において、射場使用料収入の計上誤りが
発生しており、令和４年度において訂正を行ってい
た。
令和３年度の経理担当者が経理処理を誤ってしま
い、決算を締める前に退職してしまったこともあり
修正されないまま生じてしまったものである。
射場使用料収入は、各科目の中でも最も重要な科目
である。指定管理者は、今後、決算を締める前に今
一度確認を行う必要がある。

令和４年度以降、計上誤りを発生させないようチェック体
制の見直しを図った。３～４ヶ月に１度確認を行うほか、
税理士による確認も行っている。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告
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講じた措置等の内容

76 射場使用料収入の計上漏
れについて

指摘 18 142 令和4年3月にPayPayにより支払われた射場使用料
8,950円について、未収入金計上がされていなかっ
たため、射場使用料収入が8,950円分だけ過少計上
になっていた。
電子マネー決済の場合、施設利用時に入金されるの
ではなく、後日入金が行われるため注意が必要であ
る。なお、利用人数は加味されていた。
指定管理者は、射場使用料収入の計上漏れが発生し
ないように注意する必要がある。

令和４年度以降、チェック体制の見直しを図り、計上漏れ
が発生しないようダブルチェック体制で現金管理を行うな
どの対策を講じた。電子マネーについても、細心の注意を
払って確認を行っている。

77 減免の適用誤りについて 指摘 19 143 令和3年4月から令和3年10月までの期間に、福井
県クレー射撃協会の役員のみ一部減免での利用料金
の徴収を行っていた。当該減免について県の承認は
取られていなかった。
利用料金については、条例第十五条第二項により、
定める限度額を超えない範囲内で指定管理者が定め
る額とし、あらかじめ県の承認を受けなければなら
ないとされている。条例第十七条、規則第六条の規
定により利用料金の全部または一部を免除できる場
合は下記のとおりであり、協会役員の一部減免は承
認されていなかった。
一　県がスポーツに関する行事に使用する場合　利
用料金に相当する額
二　前二号に掲げる場合のほか、知事が特に必要が
あると認める場合　知事が必要と認める額県がス
ポーツに関する行事に使用する場合　利用料金に相
当する額
三　前二号に掲げる場合のほか、知事が特に必要が
あると認める場合　知事が必要と認める額
指定管理者は、条例に従って、減免適用を行ってい
く必要がある。

令和５年度の事業計画書について、適正な利用料金の減免
基準を明記するよう指導し承認を行った。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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指摘事項および意見の概要
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78 情報の記録・整理・保管
について

意見 59 145 利用者の意見・要望・クレーム等は、現場であがれ
ば即時対応が行われるとともに管理者に報告され
る。また、グループ連絡ツール等を利用して情報の
共有が図られる。ただ、それらの情報を整理して保
管はしていない。また、指定管理者と所管課のス
ポーツ課との会議において議事録を作成していな
い。
利用者の意見・要望・クレームや会議などの情報
は、記録し整理して保管しておくことで情報の共有
化や可視化が図られ理解が深まると考えられるの
で、指定管理者は、今後、情報を記録し整理して保
管しておくことが望まれる。

これまで施設利用者等から重大なクレームを受けたことは
ないため、特に記録等は必要なかった。今後、利用者等か
らの意見・要望・クレーム等を受けた際は、その情報を記
録・整理し、保管することとする。また、指定管理者と当
課との会議の議事録を作成し、共有を図る体制に改めた。

79 Webサイトの表示につい
て

意見 60 146 公式Webサイトを閲覧すると、「READ MORE」
という記載があり、クリックすると「只今コンテン
ツ作成中です。」と表示される。これは、少なくと
も令和４年10月の往査時から令和５年の２月まで
変わっていない。これでは閲覧する利用者によって
は未完成なのではないかとの誤解を与えてしまう可
能性もある。
「只今コンテンツ作成中です。」と表示されている
と、今後何か新しい試みがあるのかと期待してしま
う利用者がいるかもしれない。近々新しいコンテン
ツがアップされるのなら別だが、そうでないなら
ば、指定管理者は、「READ MORE」という記載
自体を無くすか、「現在新しいコンテンツはありま
せん」といった記載などにして、利用者に誤解を招
くおそれのあるWebサイトの表示はなるべく控え
たほうがよい。

「READ MORE」の表記を削除し、閲覧者に誤解を招かな
いよう修正を行った。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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80 シミュレーション設備等
の導入ついて

意見 61 146 シミュレーション設備を備えている射撃場は基本的
にないようで、加えて、練習射撃場備付銃（貸与
銃）等もおいてあれば、銃を保有していない人だけ
でなく、試し撃ちしたい愛好家も来てくれる可能性
がある。また、シミュレーション施設があれば、子
供連れも含め、楽しめるのではないか。また、近く
にある恐竜博物館とコラボでやると集客もできるの
ではないか。また、中部縦貫自動車道が開通すれ
ば、さらに集客が可能となると考えられることか
ら、それに間に合うように、指定管理者は、それら
の導入に努めることが望まれる。

初めての利用者でも体験できるように、クレー射撃競技を
疑似体験できるVR機器を導入した。

81 会議室の利用率の向上に
ついて

意見 62 146 会議室（研修室）があるが、利用者制限は設けてお
らず、一般の方も利用できるようになっている。そ
のため、指定管理者は、会議室をより多く利用して
もらえるようWebサイト上などでPRし、会議室の
利用率の向上を図ることが望まれる。

一般の方も会議室を利用できることについて、利用者等に
周知を図った。

82 災害時の対応規程の作成
について

指摘 20 148 福井県立クレー射撃場の管理に関する基本協定書第
９条によれば、災害時の対応規程を作成し、福井県
の承認を得なければならないとされているが、災害
時の対応規程が作成されていない。また、危険物を
扱っているが、文書化された安全管理マニュアルも
ない。
先の大雨の災害が記憶に新しいところ、今後も何ら
かの災害がないとは言い切れない。そのため、指定
管理者は、一刻も早く災害時の対応規程を作成し、
より一層の安全管理に努める必要がある。また、指
定管理者は、安全管理マニュアルを作成し、一定水
準以上の安全管理が安定的に確保できる体制にする
必要がある。

安全管理マニュアルを作成し、地震や雷等の自然災害への
迅速な対応ができるような体制を整えた。

83 事業計画書の目標値の記
載について

意見 63 149 令和３年度の事業報告書には、利用大会数につい
て、利用した大会ごとに利用者数を記載している
が、令和３年度の事業計画書には、利用する大会ご
とに利用者数目標が記載されていない。指定管理者
は、今後、大会の規模や過去の経験から大会ごとの
利用者数を事業計画書に記載することを検討するこ
とが望ましい。

令和５年度の事業計画書について、想定する大会ごとの利
用者数を明記するよう指導し是正された。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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84 源泉所得税の徴収納付漏
れについて

指摘 21 150 初心者講習や技能講習の報酬として対価を支払って
いるが、請求書・領収書および支払明細書などの証
憑がなかった。また、源泉所得税の徴収および納付
が実施されていなかった。
指定管理者は、支払先・支払金額および支払内容等
を明確化するために根拠資料を保管する必要があ
る。さらに、指定管理者は、支払内容が講習の謝金
である場合は、報酬・料金等の源泉徴収事務が必要
となるので注意する必要がある。

令和４年度以降は、根拠資料を適切に保管するように改め
ている。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立ホッケー場【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

85 減免ルールの改善につい
て

意見 64 154 現状の減免ルールでは、減免対象を①県、県ホッ
ケー協会が主催する大会、②町内小・中学校の団体
が使用するとき（個人使用は除く）③指定管理者が
適当と認めたとき、としている。ここで、運用上
は、町外の団体学生が使用する場合においても減免
対象としているが、ルール上は②の減免ルールでは
なく、③の減免ルールを弾力的に解釈して減免して
いるのが実態であると考えられる。
そもそも、②の減免ルールは、福井県の施設である
にも関わらず、町内の団体に減免対象を縛るのは適
切ではないと考えられるし、③の減免ルールがある
とはいえ、これも恣意的に解釈されることで公平な
減免ルールの運用を損なうおそれがあると考えられ
ることから、指定管理者は、減免ルールを適切に設
定することが望まれる。

令和５年度より減免ルールの見直しを行い、事業計画書に
おける「町内小・中学校の団体」の表記は「福井県内の
小・中学校及び高校・大学の団体、県内のホッケー競技団
体」と訂正し、「指定管理者が適当と認めたとき」の表記
は削除した。

86 LED照明の積極的な導入
について

意見 65 156 県立ホッケー場の夜間照明設備は、現在、水銀灯が
使われている。一般照明用の高圧水銀灯について製
造、輸出または輸入が令和３年から禁止となってい
るため、いずれは更新する必要がある。LED化に伴
い電球の交換サイクルの長期化や電気使用量の削減
が可能である。こういった設備投資は早ければ早い
ほど投資効果は大きくなると考えるため、県は、検
討を進めることが望まれる。

現時点で、管理運営上支障は生じていないと認識している
が、寿命到来時期を見据え、計画的に取り換えを検討する
必要はある。他施設の修繕案件の優先度を考慮したうえ
で、予算要求を行っていく。

87 事業計画書における休業
日の承認について

指摘 22 156 雪の影響もあり、12月～2月の間は、施設は休業と
なっている。ただし、事業計画書上は、休業の旨が
記載されておらず、結果的に承認が取られていない
形での運用になっている。指定管理者は、当該運用
方針について事業計画書に記載し、承認を受ける必
要があると考えられる。

令和５年度の事業計画書について、積雪の影響による休業
期間を明記するよう指導し承認を行った。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容
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88 施設の損害に係る保険契
約の整備について

意見 66 156 過去、県立ホッケー場の夜間照明器具について、保
険に加入しておらず、指定管理者である越前町側が
落雷被害の修繕費用の負担をした事実があった。県
立ホッケー場の夜間照明器具が保険に加入していな
い理由について確認したところ、過去経緯を記した
ものはなく、書面では確認が取れないため不明で
あった。県と越前町における協定書においては、県
は管理物件のうち必要なものについて、火災保険契
約（火災、落雷、風水害、雪害、氷害による損害を
対象とする保険契約をいう。）を締結する旨の条項
がある。よって、施設に対する自然災害の備えは、
基本的には県にあると考えられる。
保有施設に対して付保するかどうかは、その施設に
おけるリスクの程度や想定される被害金額等、総合
的な要素を加味して判断するものであると思われる
が、その判断は、万一の事故に備えるためのもので
あるから、県は、丁寧に検討する必要がある。ま
た、県は、その検討の結果、施設保有者としての県
が付保しないと判断した場合における損害回復の責
任関係について事前に明確にしておくことが望まれ
る。

災害発生の頻度や費用対効果等を検討した結果、付保しな
いこととし、万が一損害が発生した場合には、協定書に基
づいて県と指定管理者との間で責任の所在を明確化する。
なお、越前町と協議した結果、変更協定書を締結する予定
である。

89 施設賠償責任に係る保険
契約の把握について

指摘 23 157 施設賠償責任保険の加入状況の確認が指定管理者で
ある越前町ではできていない。県と越前町との間で
締結された協定書によると、越前町は、管理業務の
実施にあたり、施設賠償責任保険を付保するものと
する旨の条項がある。県立ホッケー場の指定管理者
は、あくまでも越前町であり、その加入状況を確
認・管理する責任は越前町にある。したがって、指
定管理者である越前町は、管理業務を委託している
管理公社加入の保険証券のコピーを入手し、保険契
約の内容を確認するとともに町で保管すべきであ
る。

指定管理者である越前町は、管理業務を委託している（一
財）越前町管理公社加入の保険証券のコピーを入手し、町
で保管している。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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90 指定管理者の委託状況に
ついて

指摘 24 157 受付業務、施設清掃業務、夜間管理業務の委託に際
し、指定管理者は、県立ホッケー場が位置する朝日
総合運動場を一体的に運営管理している管理公社と
の間で委託関係を取り持っているが、この委託関係
について委託契約書を取り交わしていない。
なお、指定管理者は受付業務、施設清掃業務、夜間
管理業務の各業務を委託する計画について、「指定
管理者管理業務委託計画書」を提出し、県に報告を
行っている。
公共施設に係る管理業務の委託において契約書を取
り交わさずに行うことは、委託の目的や範囲、そし
て、委託する業務内容が不明瞭となるおそれがあ
り、事後の争論の原因ともなりかねない。それだけ
でなく、委託に関する契約書がない場合は、想定さ
れた委託業務のみが適切に行われたかどうかを担保
することが難しく、県と指定管理者との間で結ばれ
た協定も適切に遵守されたかどうかの検証も困難と
なる可能性がある。
したがって、指定管理者は、業務の委託を行う際は
適切に契約書を取り交わす必要があり、また、県も
指定管理者のモニタリングを通じて施設の管理運営
が適切に実施されるように十分に監視・監督を行う
必要がある。

令和６年度から、越前町と（一財）越前町公共施設管理公
社との間で、受付業務、施設清掃業務、夜間管理業務につ
いて委託契約を締結する。それ以外の管理業務等について
は越前町が直接行うこととする。

91 事業報告書における収支
報告の適切性について

指摘 25 159 事業報告書において収支として報告されているの
は、実際の管理運営を行っている管理公社において
把握された収支報告であり、本来の指定管理者であ
る越前町の収支を報告したものではない。あくまで
も管理公社の立場は指定管理者の委託先であるか
ら、管理公社の収支を県の業務報告書に記載するこ
とは適切ではない。指定管理者と管理公社の役割を
明確に整理し、指定管理者は、自己が施設管理をす
る上で発生した収支を継続的に把握・記録し、県に
報告する必要がある。

令和５年度報告分より、（一財）越前町公共施設管理公社
からの業務報告書に、町で発生した収支及び業務内容を併
せて県へ報告している。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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92 利用料金収入の帰属につ
いて

指摘 26 159 収支報告における利用料金収入を詳しく確認したと
ころ、県立ホッケー場に係る利用料金収入は、本来
は、指定管理者に帰属するものであるが、現在の運
営実務上、施設運営の委託先である管理公社の収入
として帰属していた。これは、指定管理者から管理
公社に施設運営に関する業務の委託が行われる中
で、越前町から管理公社に委託される委託料の一部
として県立ホッケー場の利用料金収入が充当された
ことによるものである。指定管理者は、指定管理者
と管理公社の役割を明確に整理し、利用料金収入は
適切に指定管理者に帰属させる必要がある。

令和６年度から、施設の利用料金収入は、越前町の収入と
して受け入れることとする。

93 指定管理者における委託
先の管理について

指摘 27 159 収支報告における支出を詳しく確認したところ、県
立ホッケー場の光熱水費を管理公社が管理する他の
施設分と合算して支払っている状況となっていた。
委託先においては、業務遂行の実態を明らかにする
ために、業務を管理している単位ごとに区分すべき
である。そもそもの前提として、業務の適切な区分
は委託先が取り組むべきではあるが、指定管理者の
立場からも、委託先の業務体制を監視・監督する必
要がある。

令和６年度から、電気料については新たに町立管理棟分の
電気メーターを設置し、水道料についてもそれぞれに水道
メーターを設置することにより、県と町分を明確に区分し
て管理を行うこととする。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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94 効率的な施設管理につい
て

意見 67 161 県立ホッケー場が設置されている朝日総合運動場
は、町営ホッケー場も合わせて計３面のコートが設
置されており、県内におけるホッケー競技の中心的
役割を担っている。レベルの高いコートが複数そ
ろっていることで多様な施設利用が実現でき、これ
が朝日総合運動場の１つの魅力となっている。朝日
総合運動場はそのほとんどの施設が越前町の所有で
あり、県立ホッケー場のみが県の所有となってい
る。越前町は、朝日総合運動場の管理については管
理公社を指定管理者として指定している。一方で、
県立ホッケー場の管理について、県は、越前町を指
定管理者として指定し、越前町が管理公社に業務の
委託を行うことで、朝日総合運動場全体として一体
的管理が実現されている。
施設の所有主体の違いから県立ホッケー場のみが越
前町を間に挟んで運営管理を行っている現状は、責
任関係や管理区分の複雑化を招いているし、事務手
続の増加・煩雑化を引き起こしていると見受けられ
る。結果的に、施設の一体的管理を一つの団体に集
約するのであれば、現状の越前町を間に挟んで運営
管理されている体制は、効率的な施設運営が行われ
ているかどうかという視点で疑問符がつく。
したがって、県は、効率的な施設運営を行うため
に、例えば、越前町とも協議のうえ、県立ホッケー
場についても、朝日総合運動場を管理する共通した
一つの団体に対して県と町が共同して直接指定を行
い管理を実施させるなど、より効率的に施設運営が
実施できる管理体制を模索することも検討すること
が望まれる。

検討した結果、県内ホッケー競技の振興や競技力向上を
図っていくという観点から、越前町が指定管理を担う意義
は大きいと考えている。改善すべき点は改善を行い、今後
も越前町が指定管理者として管理運営を行っていく体制と
する。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆福井県立艇庫【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

95 2,000ｍコースの設置に
ついて

意見 68 167 美浜町におけるボート競技への熱意は高く、また、
福井県の選手としてもボート競技にて優秀な成績を
残している。そのため、県は、競技施設の拡充とし
て2,000ｍコースを設置すべきであると考えられ
る。コース的には国際標準と言える2,000mコース
を設置することで、競技力の更なる向上だけでな
く、国際試合の誘致や、ボート強豪国・地域の合宿
や練習の場にも使用可能性が広がり、福井県および
美浜町としてボートを中心とした活性化が期待され
ると考えられる。

令和５年度６月補正予算において、2,000ｍ延伸にかかる
測量設計費を計上した。さらに、令和６年度当初予算にお
いて本体工事費について要求しており、令和６年度中の整
備を目指している。

96 施設名の明示について 意見 69 167 施設入口に県立艇庫の看板等がない。この状況では
初めて来る一般の者は、県立艇庫がどこにあるのか
分からないし、さらには、その施設の存在自体が認
知されない懸念もある。県所有の公共施設としての
意味合いからすれば、広く県民に施設を周知すべき
であると考えられるため、県は、看板等を適切に設
置し、施設の存在を分かりやすくすべきである。施
設のある美浜町は、全国的にボート強豪の町であ
り、ボートの町をアピールする観点からも、その活
動拠点の中心である当該施設名を明示することが望
まれる。

初めて来る一般の方にも分かりやすく認知されるよう施設
入口付近に看板を設置した。

97 管理日誌の適切な作成に
ついて

指摘 28 167 令和３年度艇庫管理日誌を確認したところ、日誌が
作成されていない日が散見された。艇庫管理日誌に
ついては、利用人数の記録のみならず、業務上あっ
た出来事、管理上の記録を残すものなので、利用者
がいなかったとしても、日誌を作成しないでよい理
由とはならないと考えられる。指定管理者は、適切
に業務日誌を作成する体制を再整備する必要があ
る。

利用者がない場合でも管理日誌を作成する運用に改めた。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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98 安全管理マニュアルの整
備について

意見 70 168 安全管理マニュアルが作成されていなかった。
ウォータースポーツの拠点でもあるため、特に人命
にかかわる事故が生じた場合は、迅速に適切な対応
をとることが求められる。そのため、指定管理者
は、万一の場合に備えられるように安全管理マニュ
アルを早期に整備し、管理者・担当者に浸透させる
ことが望まれる。

安全管理マニュアルを作成し、管理者や指導者と共有する
体制に改めた。

99 シャワー設備の運用方法
の改善について

指摘 29 168 当施設のコイン投入型のシャワー設備の運用方法
が、コイン（現金）を付近に備え付けて、それを使
いまわすことによりシャワーが利用できるような体
制になっていた。この運用方法に関しては、コイン
（現金）をその場にずっと放置することになり盗難
のリスクがあると考えられるし、特に学生利用が多
い当施設としては、金額的に小さいとはいえ、教育
的にも良くなく、トラブルの原因にもなりかねない
ため、指定管理者は、適正な運用を行うべきであ
る。
また、指定管理者は、シャワー設備の利用は無料と
しているが、県のWebサイトには「有料」との文
言記載となっているため、県は、Webサイトの表
示を修正するべきである。

管理人がコインを管理し、使用の際は管理人から受渡しす
る運用に改めた。また、Webサイトの表示についても修正
した。

100 基本協定書における管理
物件一覧の記載誤りにつ
いて

指摘 30 169 基本協定書において、県立艇庫に所属する県の備品
の数量記載が正確でないものが発見された。具体的
には、下記の備品に関する事項である。
基本協定書における取り決めは、双方の認識を整理
し、後の争論を防ぐ役割があるため、双方合意のも
と正確に作成されるべきであると考えられる。県お
よび指定管理者は、誤らないように基本協定書を作
成する必要がある。

基本協定書に記載の県の備品について「片袖机」の数の表
記誤りの訂正を行った。今後、基本協定書等の作成の際に
は、遺漏のないようダブルチェック等の強化を図る。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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101 月次報告書における記載
誤りについて

指摘 31 170 令和３年度５月分の月次報告書において、令和３年
５月の利用実績報告で収入が報告されているのにも
関わらず、月次報告書で収入が計上されていない状
況であった。内容を確認すると、月次報告書に記載
誤りがあり、減免の対象となる利用者であるため減
免がなされているが、その減免の報告が漏れていた
とのことである。月次報告書は、委託者側である県
が指定管理者の事業遂行状況を適切にモニタリング
する上で重要な役割を果たしているため、指定管理
者は、適切に作成し、報告すべきである。

月次報告書作成の際は、利用実績報告との照合やダブル
チェック等により漏れのない報告を行う体制に改めた。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆テクノポート福井総合公園【公営企業課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

102 会議室の利用率の向上に
ついて

意見 71 180 会議室（研修室）があるが、利用者制限は設けてお
らず、一般の方も利用できるようになっている。そ
のため、指定管理者は、会議室をより多く利用して
もらえるようWebサイト上などでPRし、会議室の
利用率の向上を図ることが望まれる。

会議室の利用率向上を図るため、当公園のホームページで
PRしている。

103 使用していない備品につ
いて

意見 72 182 以下の備品については現在使用していない。県およ
び指定管理者は、今後の使用可能性を判断し、売却
や廃棄等の措置を検討すべきである。
・自走式スプリンクラー、乗用ハイダンプスィー
パー、ブロードカスタ、コートローラー、ロータ
リーモア

使用していない備品については必要性を再度検討し、不要
なものは今年度中を目途に廃棄するよう指定管理者に指導
した。

104 収入に関する勘定科目の
独立表示について

意見 73 183 事業報告書（年度）において、収入における「雑収
入（その他の施設）」の割合が高い（令和３年度：
40％超）。月次報告書では、「雑収入（その他の
施設）」の内訳項目について記載しているが、事業
報告書（年度）では、当該内訳項目の記載がされて
いない。
指定管理者は、事業報告書（年度）においても、
「雑収入（その他の施設）」の内訳項目について記
載することが望まれる。

月次報告書だけでなく、事業報告書（年度）にも内訳項目
を記載するよう指定管理者に指導した。

105 自主事業における収入・
支出の独立表示について

意見 74 184 指定管理者は、自主事業における収入および支出に
ついて月次報告書では独立記載しているが、事業報
告書（年次）では、支出には「自主事業運営費」と
いう勘定科目があるが、収入には自主事業収入が把
握できるに関する勘定科目がない。
自主事業における収入および支出は、適切な指定管
理料を算出するために必要な重要な情報と考えられ
るため、指定管理者は、事業報告書（年次）におい
ても独立した科目で表示することが望まれる。

月次報告書だけでなく、事業報告書（年度）にも自主事業
収入が把握できる科目を表示するよう指定管理者に指導し
た。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆ふくい健康の森【地域福祉課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

106 パンフレットにおける利
用料金の明示について

意見 75 195 当施設においては、無料の施設もあれば、有料の施
設もあるが、当施設のパンフレット上においては、
各施設が有料か無料の記載がなされていない。有料
か無料かの情報は、利用者にとって有益な情報と思
われるため、指定管理者は、パンフレットにおいて
有料施設か無料施設かが分かるように記載をするこ
とが望まれる。また、有料施設の料金について、パ
ンフレットに記載するのが困難であれば、利用料金
については、当施設のWebサイトを参照等の案内
をパンフレットに記載したほうがよいと考える。

パンフレットに各施設のホームページアドレスおよびＱＲ
コードを掲載している。加えて、一部利用料金を追記する
改定を行った。

107 案内板の表示について 意見 76 195 多目的運動広場に設置してある使用上のお願いの表
示における案内板において、利用料金の記載がある
が、専用使用との表現であり、分かりにくい。案内
板の表現は、利用者に分かりやすい表現、例えば、
貸切使用料等の表現にするほうがよいと考える。ま
た、400mトラックの方の案内板に記載があるよう
に個人使用の場合は無料である旨の記載も行ったほ
うが容易に有料施設か無料施設なのかの判断ができ
てよいと考える。そのため、指定管理者は、当該案
内板の表示について検討することが望まれる。

専用使用の表現に「貸切」表示を併記するとともに、個人
使用の場合は無料であることの表示を追加した。

108 スケートパークの利用料
金の収受について

意見 77 195 スケートパークは比較的オープンな施設であるた
め、料金を支払わずに利用しているケースがある。
適正な料金を払っている人が不公平感を感じること
なく、皆が気持ちよく使ってもらえるためにも、指
定管理者は、施設管理状況を改善し、適切に利用料
金の回収を実施できるような工夫が求められる。場
合によっては、利用料金は完全に無料化する、もし
くは、無断利用の場合には割増料金の請求を行う等
の罰則を設けるのも一つの方法と考える。

利用方法を遵守してもらうため、スタッフが定期的に巡回
を行うとともに、利用の多い時間帯には駐留して指導を
行っている。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容
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ページ 内　　容

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

109 アンケート調査の実施に
ついて

意見 78 198 施設利用者アンケート調査結果のサンプル数が少な
い（サンプル数12件等）ため、施設利用者の満足
度等を測る調査として十分とはいえない。指定管理
者は、アンケート調査のサンプルを拡大することに
より、利用者の満足度調査の精度を高めることが望
まれる。

多くの意見を収集するため、SNSを活用したアンケートを
実施した。

110 事業報告書における利用
促進策の記載について

意見 79 198 事業報告書において、スポーツ施設に関する利用率
向上策が抽象的な表現しかなされておらず、具体的
な事業の記載がない。指定管理者は、事業報告書に
おいて、利用率向上の具体策の結果や次期以降の計
画を数値を使用しながら文章で説明することが望ま
れる。

事業報告書に利用率向上策の結果や計画を記載するよう改
めた。

111 利用者数の集計について 意見 80 198 利用者数の集計について、男性、女性、65歳未
満、65歳以上という簡単な区分で行っており、高
年齢の方を対象としているように見える。実際には
18時以降は65歳未満の方の利用が多く、どのよう
なニーズがあるのかは高齢者と若者で違うはずであ
る。指定管理者は、より幅広いニーズへの対応を意
識して業務を行うことが望まれる。

20代、30代、40代、50代、60代、70代以上の区分で運
動実践指導の利用者を集計するように改めた。

112 収益拡大策について 意見 81 198 ふくい健康の森の施設内には、資源的には多面性が
あり、緑が多く、景観がすばらしい場所もあること
から、植物や昆虫採集の他、映画やドラマの撮影や
結婚式等外観を楽しむ施設にも利用できると考えら
れる。
県または指定管理者は、積極的にその資源を活用し
ていくことが望まれる。PRも含め観光業界とタイ
アップしながら企画したり、知名度を生かして健康
を売りにしたい企業のネーミングライツの需要に応
えたりするのもよいのではないかと思われる。

企業のネーミングライツなどの収益拡大策について検討し
ている。

113 使用禁止遊具について 意見 82 199 ふれあい公園に設置されている遊具の一部に、使用
禁止の黄色いテープが張られているものの、テープ
の劣化によりテープが切れ、使用禁止の状況が分か
りにくくなっていた。
指定管理者は、使用禁止の明示の仕方について安全
管理の側面から適切な対応をする必要がある。

使用禁止の表示を張り替えるとともに、巡回確認し、適宜
貼替の対応をしている。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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114 身障者用の点字ブロック
について

意見 83 199 身障者用の点字ブロックに落ち葉がたまっていて通
行しにくくなっていた。原因として、点字ブロック
の中央に草が伸びており、それが引っかかるような
形でたまっていた。身障者用のものであり、指定管
理者は、日頃から注意して管理することが望まれ
る。

落ち葉を撤去するとともに、定期的に確認を行うように改
めた。

115 利用案内の掲示板の管理
について

意見 84 200 多目的運動広場に設置してある専用利用案内の掲示
板の損傷状況が激しく、利用されていない状態で
あった。
指定管理者は、修繕を実施するか、別途現状の利用
ニーズに合わせて他の掲示板としての利用に転用す
るなど、適切な維持管理を実施すべきである。

破損した掲示板に代わり、他の掲示や放送で利用者に案内
をしている。

116 AEDの設置について 意見 85 201 スケートパーク付近に設置してあるAEDは、近く
に設置されている物品保管小屋内に設置されてい
る。しかし、物品保管小屋自体は常時施錠されてお
り、必要な時にAEDを利用できない状態になって
いる。
今の管理体制では、人命救助の際に適切に対応する
ことができず、施設管理体制としては不十分である
と考えられる。指定管理者は、AEDの設置方法を
見直すべきである。

スケートボード教室の開催時などは物品保管小屋を開錠
し、AEDを利用できる状態にしている。防犯上のリスクを
抑えたうえで、さらに利用が容易な設置方法を検討してい
く。

117 ブラウン管テレビについ
て

意見 86 201 けんこうスポーツセンターの講師控室にあるテレビ
は、ブラウン管のテレビであった。当該テレビが使
用できるかは、施設の担当者も把握していなかっ
た。
県および指定管理者は、今後使用しない、もしく
は、使用できないのであれば現物を廃棄する必要が
ある。

使用しない備品について、予算の範囲内で順次廃棄を行
う。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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118 運動指導委託業務におけ
る適正額について

意見 87 202 けんこうスポーツセンターのトレーニングジム内の
インストラクターの人数が利用者数からすると多い
ように思われる。
県は、民間スポーツジムとけんこうスポーツセン
ターと両方を体験し、そのサービス内容とサービス
時間、利用者数を吟味することにより、このセン
ターにおける適正なインストラクターの数や勤務時
間から限度額を算出することが望まれる。

指定管理料の限度額は、指定管理者募集時に応募者がその
範囲内で経費配分を含む事業計画を作成するために設けて
おり、民間の能力やノウハウを幅広く活用し住民サービス
の向上と経費の節減を図るという指定管理者制度の目的の
ため、運動指導業務だけでなく施設全体の収支見込に基づ
いて設定している。また、けんこうスポーツセンターの指
導員等は、個別運動プログラムの提供や体力テスト・運動
能力テストの実施、体力づくり教室の開催などのトレーニ
ングジム以外の業務も含めて担当しているため、トレーニ
ングジムの指導員の人数が民間スポーツジムと比較して多
い時間帯もあるが、著しく多い配置人数とは認められな
い。

119 事業報告書における資料
について

意見 88 203 会計システムから作成される大きい表をそのまま紙
面に出力・印刷した結果、文字が小さすぎて読み取
るのに苦労する資料があった。
指定管理者は、会計システムから作成される表をそ
のまま印刷すると読むことが困難となるものについ
ては、読者が読めるような形で出力もしくは加工し
てから保存することが望まれる。

事業報告書において、文字のサイズに配慮するよう改め
た。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆若狭総合公園【都市計画課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

120 利用促進のための施策に
ついて

意見 89 211 多様なレクリエーションニーズに対応する目的で整
備されたものの、現状では施設の老朽化が進み、施
設の整備保存に注力されている状況である。
広く利用者を募るためにはハード面の整備だけでは
なくソフト面の整備が必要と考えられるため、指定
管理者は、施設整備が一巡した後は、レクリエー
ションニーズに対応した活動がより活発に行われる
ことが望まれる。

指定管理者において利用者への新たなサービス提供とし
て、１０月からスイミングフォーム撮影タイムを実施して
いる他、２月にはふるさとの日に合わせた無料開放デーの
実施を検討している。
今後も可能な範囲でソフト面の整備・充実を検討してい
く。

121 Webサイトのリンク切れ
について

意見 90 211 福井県の当施設のWebサイトに若狭総合公園温水
プール（指定管理者の小浜市のページ）へのリンク
があるが、クリックすると、小浜市の他の施設の
Webサイトにつながっており、リンク先が正しく
設定されていなかった。
県は、Webサイトの管理を適切に行ない、リンク
切れが発生していないかなどときどき確認すべきで
ある。
また、デジタルツールについては、単に導入すれば
よいのではなく、その後のメンテナンスも重要とな
るため、情報管理の責任者を配置し、適切に運用管
理を行っていくべきと考える。

県ホームページの各公園のWebサイトへのリンクについ
て、当課による定期的な確認をするよう改めた。
リンク切れ等を発見した際は、指定管理者などリンク先の
ホームページ管理者に確認した上で対応し、適切にWebサ
イトを運用管理していく。

122 温水プール運営について 意見 91 212 温水プールについては、施設の老朽化、燃料費の高
騰、委託料の高騰等、ハード面への投資やランニン
グコストの増加が見込まれ厳しい環境下にある。そ
のため、指定管理者は、新規利用者を獲得するため
のソフト面への投資を行っていくなどプール施設を
問題なく継続して運営できるようにより一層の努力
や工夫を継続して実施していくことが望まれる。

指定管理者において、インスタグラムの開設、チラシ配
布、過去に温水プール利用の回数が多かったが令和５年度
に利用していない方へのハガキ送付、公園所在地である小
浜市が発行する温水プール半額助成券の未利用者へのハガ
キ送付を行うなど、新規、継続利用者の確保に努めてい
る。今後も引き続き利用者確保に取り組んでいく。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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123 管理マニュアルの周知に
ついて

意見 92 212 施設管理上のマニュアルの整備状況を確認したとこ
ろ、温水プール管理マニュアルが平成10年に作成
後、直近の令和4年4月更新まで何度か更新されて
いるが、マニュアルが更新されていることについて
現場職員への周知が十分に行われていない。指定管
理者は、マニュアルについては存在自体を周知させ
るだけでなく、最新のマニュアルに沿って適切な管
理運営ができるようにマニュアルが更新された場合
には、現場職員にも周知徹底する必要がある。
また、温水プールにおいて女性専用の利用時間が設
けられているが、温水プール管理マニュアルにはそ
の記載がない。管理マニュアルの早期の更新が望ま
れる。

指定管理者において、施設管理マニュアルに女性専用時間
を記載する等の現況に応じた更新を行い、現場職員にマ
ニュアルの配布・周知を行った。

124 安全管理マニュアルの整
備について

意見 93 212 当施設の公園においては、鹿等の動物が頻繁に出る
とのことで公園に獣害対策フェンスを設置している
ものの、動物がフェンスを乗り越えて公園内に出没
することがある。指定管理者は、そういった状況に
なった場合に事故が起こらないように獣害対策の安
全管理マニュアルを早期に整備し、管理者・担当者
に浸透させることが望まれる。

指定管理者において、害獣侵入時マニュアルを新たに作成
し、現場職員にマニュアルの配布・周知を行った。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆奥越ふれあい公園【都市計画課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

125 フリースペースの利用者
数の把握と報告について

意見 94 221 大野市では、市独自の遊具を設置して施設の魅力向
上に努めている。そのため、公園のフリースペース
を利用する人数はかなり多いと予想される。奥越ふ
れあい公園の設置目的は「奥越地域の広域的なス
ポーツ等、多様なレクリエーションニーズに対応す
る」ことであり、競技場の利用だけが目的ではな
い。
現在、公園のフリースペースの利用者数として、月
次報告では、定時定点観測による数が、年次報告で
は、遠足等で事前に申し込みがあった数がそれぞれ
報告されている。施設の利用度を正確に把握するた
めに、月次報告の方法のほうが適切であると考え
る。指定管理者は、年次報告においても、月次報告
と同様の把握方法による利用者数を記載したほうが
よい。

指定管理者において、年次報告においても月次報告と同様
の定時定点観測による算定数で報告するよう改めた。

126 設備の破損等について 意見 95 223 設備を視察した結果、以下のように修繕を要するも
のがあった。定期的な点検等を実施し、適時適切な
修繕を実施しているものの、予算や優先順位の問題
もあり、すべてを即時には対応できていない。指定
管理者は、日頃から注意して管理するとともに、早
期の修繕が望まれる。
・水道のパッキン不良
・テニスコートの椅子の破損
・ブロックの破損
・多目的広場排水溝の詰まり

水道のパッキン不良、テニスコートの椅子の破損、ブロッ
クの破損については修繕を行った。
多目的広場排水溝の詰まりについては、排水溝の堆積土砂
を撤去してもすぐにまた赤土が堆積してしまうこと、ま
た、グラウンド内の網状暗渠が機能しており、現状のまま
でも水はけが確保できていることから経過観察としてい
る。

127 テニスコートの管理棟の
管理状況について

意見 96 224 テニスコートの管理棟において、今はないAEDの
シールが貼られたままとなっていたり、私物が置か
れていたりしており、適切な管理状況にあるとはい
えない状況であった。
指定管理者は、AEDシールについては剥がすとと
もに、私物についても利用者に確認を行うほか、落
とし物等の扱いとして移動・撤去することが望まれ
る。

テニス管理棟のAEDシールについては撤去した。
また、放置されている私物については撤去を促す掲示を設
置し、期限内に撤去されない場合は落とし物扱いとして公
園管理事務所に移動することとした。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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128 減免の事業報告書への記
載漏れについて

指摘 32 227 利用料金の減免のうち、以下の減免について、事業
報告書への記載が漏れていた。
指定管理者は、記載が漏れないようにする必要があ
る。

指定管理者に対して、報告の誤り、確認漏れが無いよう指
導を行った。

129 月次報告書の記載内容に
ついて

意見 97 227 「奥越ふれあい公園管理運営業務仕様書」において
月次報告書の作成が求められており、その記載内容
として「施設稼働率、利用回数、利用者数、利用料
金の収入状況、利用者等からの苦情とその対応状
況」の記載が求められているが、月次報告書を確認
したところ、苦情等についての記載がなかった。苦
情等がないため記載していないとのことであるが、
指定管理者は、無いことも含め、苦情等の有無につ
いては明記しておくほうがよい。

県において月次報告の参考様式を定め、苦情およびその対
応についての報告欄を設けた。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆トリムパークかなづ【都市計画課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

130 減免の対象について 意見 98 233 当施設が設定している減免および免除の基準が、福
井・坂井地区の使用者を対象にしている。
県の施設であるにもかかわらず、福井・坂井地区の
使用者のみを対象とすることは公平性の観点から疑
問である。
当施設は、県土の均衡ある発展と地域格差是正を図
る施策の一環として、福井・坂井、奥越、丹南、嶺
南の各地域において広域的利用に供される施設の一
つとして地元自治体であるあわら市の要望により設
置されたこともあり、福井・坂井地区の使用者のみ
を対象とする減免基準が設けられているとのことで
あるが、県は、その考えに基づく減免基準の設定が
適切であるか再検討が望まれる。

県条例で県内・県外の区分が設けられ、実質的に県民優遇
措置が行われているものと考えている。
また、使用料金の減免制度は各指定管理者の歳入事務に係
る措置であり、その基準の内容は指定管理者を務める各自
治体の減免基準に沿って定められている。

131 ネイチャーゾーンについ
て

意見 99 235 ネイチャーゾーンは、自然豊かな施設であり散歩
コースにはとても魅力的な場所であるが、施設の維
持や樹木の管理には多くの費用が必要だと考えられ
る。しかし、他にはあまりない魅力を有しており、
県および指定管理者は、活用方法についての利用者
からアイデアを募集および計画的な維持管理により
有効活用することが期待される。

ネイチャーゾーンについては、建設当初に地元の小中学校
等の学習の場として活用してもらえるよう、教育委員会等
への周知を図る必要があったが、周知が十分ではなかった
ため、想定より利用者が少ない状況であった。
施設の老朽化も進み、使用禁止となっている区域もあるこ
とから、指定管理者とともに、維持管理や利用状況等の課
題を整理し、今後の施設の在り方について、利用者等の意
見を聞きながら、施設の再編等を検討中である。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆丹南総合公園【都市計画課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

132 利用料金のWebサイト上
の表示について

意見 100 245 Webサイト上の利用料金が条例と同じ時間区分の
料金表になっており午前・午後・夜間の区分になっ
ている。実際には、条例の上限を超えないように
30分単位や１時間単位で運用している。指定管理
者は、Webサイト上も実際の利用料金を表示する
ほうがよいと考える。

指定管理者のWebサイトにおいて、実際の利用料金で表示
するように修正予定である。

133 減免基準について 意見 101 246 当施設が設定している減免および免除の基準が、越
前市内の小学校・中学校・高校・スポーツ少年団・
スポーツ団体・スポーツクラブ等を対象にしてい
る。
県の施設であるにもかかわらず、越前市の団体のみ
を減免対象とすることは、公平性の観点から疑問で
ある。
当施設は、県土の均衡ある発展と地域格差是正を図
る施策の一環として、福井・坂井、奥越、丹南、嶺
南の各地域において広域的利用に供される施設の一
つとして地元自治体である越前市の要望により設置
されたこともあり、越前市の団体のみを対象とする
減免基準が設けられているとのことであるが、県
は、その考えに基づく減免基準の設定が適切である
か再検討が望まれる。

県条例で県内・県外の区分が設けられ、実質的に県民優遇
措置が行われているものと考えている。
また、使用料金の減免制度は各指定管理者の歳入事務に係
る措置であり、その基準の内容は指定管理者を務める各自
治体の減免基準に沿って定められている。

134 Webサイトのリンク切れ
について

意見 102 246 一部の施設については、Web上で予約できるが、
Webサイト上の施設予約サービスの利用の案内
ページは、リンク先が切れてしまっており到達でき
なくなっていた。
指定管理者は、Webサイトの管理を適切に行な
い、リンク切れが発生していないかなどときどき確
認すべきである。
また、デジタルツールについては、単に導入すれば
よいのではなく、その後のメンテナンスも重要とな
るため、情報管理の責任者を配置し、適切に運用管
理を行うべきである。

指定管理者のWebサイトにおいて、施設予約サービスのリ
ンク切れがないように修正予定である。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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135 会議室の利用率の向上に
ついて

意見 103 248 会議室があるが、利用者制限は設けておらず、一般
の方も利用できるようになっている。そのため、指
定管理者は、会議室をより多く利用してもらえるよ
うWebサイト上などでPRし、会議室の利用率の向
上を図ることが望まれる。

指定管理者のWebサイトにおいて、一般の方にも会議室が
利用ができる旨の情報を追加するよう修正予定である。

136 施設のWebサイトの構成
について

意見 104 248 施設のWebサイトが公園部分とスポーツ施設部分
とで分かれて作成されている。指定管理者は、サイ
トへの訪問者にも分かりやすいよう両部分を一体化
したほうがよいと考える。

公園管理をしている越前市都市計画課とスポーツ施設を管
理している越前市スポーツ課で、それぞれにホームページ
が作成されているため、リンク付け等の改修を行い、利用
者に分かりやすいよう改めた。

137 野球連盟に文書での取り
決めなく貸与している会
議室について

意見 105 249 空き会議室について、文書でのやり取りなく越前市
野球連盟へ貸与している状況にあることが確認され
た。現状、野球連盟が保管すべきパソコンやプリン
ター等の備品も会議室に置かれている状況にあっ
た。文書を取り交わすことなく会議室が貸与されて
いる状況は備品の保管責任などが曖昧になり問題で
ある。指定管理者は、会議室を貸与する場合や備品
を保管する場合には、文書を取り交わすよう改める
必要がある。

指定管理者において対応を検討中である。

138 点字ブロックの破損につ
いて

意見 106 250 身障者用の点字ブロックが一部剥がれていて危険で
あった。身障者用のものでもあり、指定管理者は、
日頃から注意して管理するとともに、早期の修繕が
望まれる。

一部剥がれた点字ブロックの修繕については、県において
令和６年度の身体障がい者用駐車場の整備に合わせて対応
予定である。

139 事業報告書の記載につい
て

意見 107 252 事業報告について、例えば、管理業務の実施状況の
報告において、実施項目しか記載しておらず具体的
な実施内容について記載していないなど、実績情報
として不十分な状況が見受けられた。また、実績報
告に数値情報しかなく、それに関する説明が記載さ
れていないなど、事業報告に関する情報として不十
分と思われるところがあった。
指定管理者は、事業の実施状況の内容について把握
できるよう記載をすべきである。

令和５年度契約より実績報告について各実施項目の具体的
な実施内容の報告を求めるなど、より詳細に作成するよう
管理業務委託者に指示を行った。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆１県民１スポーツ普及事業【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

140 Webサイトの情報の更新
について

意見 108 259 Webサイト上の「ゆるスポ・ニュースポ推進事業
（３次募集）について」をクリックすると、「お探
しのページが見つかりません」となっておりリンク
先が切れてしまっており到達できなくなっている。
Webサイトの管理を適切に行ない、リンク切れが
発生していないかなどときどき確認すべきである。
Webサイトには、毎日多数の閲覧者が存在すると
思われる。サイトの更新は速やかにかつ適時に行う
べきであるが、業務の優先度によりおろそかになっ
たり、失念してしまう場合も多い。県は、更新の時
期や頻度、更新チェックなどのルールを設けて更新
管理をする必要がある。

募集期間（公開期間）のあるページについては、新着情報
一覧にのみ掲載することとし、期間終了後、速やかに公開
終了するよう改めた。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ
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　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆フルマラソン開催推進事業【ふくい桜マラソン課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

141 活動指標の適切性につい
て

意見 109 261 「プレ大会の参加者数」を活動指標としているが、
これは県の活動の内容を表す数値ではない。
活動指標については、例えば、マラソン指導・練習
会のイベント開催回数であったり、練習拠点の整備
数であったりと、成果指標の目標を達成するために
県が行った事業の活動状況や活動量を表す数値を活
動指標とするのが適切だと考える。

令和５年度当初予算に係る事務事業評価シートの活動指標
について、「県内参加者拡大のためのイベント回数」に変
更した。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆スポーツ情報ポータルサイト保守事業【スポーツ課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

142 活動指標の適切性につい
て

意見 110 264 県が活動指標としている「ポータルサイト延べ閲覧
数」はサイト閲覧者の行動の数値であり、県の活動
の指標とはいえない。活動指標としては、県の事務
事業における目的である成果を上げるための活動を
端的に表す数値（例えば、ポータルサイトの情報量
を数値化したもの）を設定する必要がある。

ポータルサイトの情報量は、情報量の多い動画などをアッ
プロードすれば、容易に数値を高めることが可能である。
そのため、県の更新頻度や閲覧者数を集める記事を更新す
ることにより閲覧者数を増やすことが活動指標として適切
であると考えている。

143 情報の更新について 意見 111 265 Webサイト上の「合宿支援情報」をクリックする
と「お探しのページが見つかりません」となってお
りリンク先が切れてしまっており到達できなくなっ
ている。Webサイトの管理を適切に行ない、リン
ク切れが発生していないかなどときどき確認すべき
である。
Webサイトには、毎日多数の閲覧者が存在すると
思われる。サイトの更新は速やかにかつ適時に行う
べきであるが、業務の優先度によりおろそかになっ
たり、失念してしまう場合も多い。県は、更新の時
期や頻度、更新チェックなどのルールを設けて更新
管理をする必要がある。

「合宿支援情報」については、本県新幹線開業課の紹介
ページのリンクを改めて設定した。
適切な更新管理のため、リンク先の点検表を作成し、１か
月に１度の点検を行うこととしている。

144 施設の予約について 意見 112 265 「スポーツ施設」のタブでは、「キーワードで探
す」、「競技別で探す」、「市町別で探す」、「区
分で探す」（大会開催地、合宿地）という４つの視
点から該当施設を検索でき、便利である。しかし、
検索結果の施設の「施設URL」をクリックしてその
施設のサイトで予約できるかどうかは、そのサイト
運営者の考え方次第であり、予約できるところはほ
とんどない。
この事業とは別に県は「施設予約システム」を構築
し令和５年３月から利用可能となる。両サイトのリ
ンクにより、「F.sports!」のサイトから県と市町
のすべての公共施設の予約がスムーズにできるよう
になることを期待する。

各施設のページに施設予約のリンクを追加し、予約がしや
すいように改善措置を講じた。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容



　　　　　テーマ： スポーツ関連施設の財務事務の執行および管理運営の状況について

◆嶺南地域のスポーツ・レクリエーション施設整備事業【地域福祉課】

通番 項　　目 区分
区分
No.

ページ 内　　容

145 活動指標の適切性につい
て

意見 113 267 活動指標は、成果指標に結び付くもので所管課がコ
ントロール可能なものを設定する必要があるが、
「基本設計、実施設計、工事の実施箇所」は、その
要件は満たしている。しかし、当該指標では所管課
の努力や業務量が見えてこない。例えば、全体計画
を発注が予定されている整備工事ごとに分け、整備
工事完了件数を活動指標とする方法が考えられる。
また、現在の活動指標は、市町補助についての活動
を示していない。別に市町への補助事業としての活
動指標があるとよい。例えば、補助申請した市町の
数が活動指標として考えられる。

当該事業は令和４年度に終了しているが、他の事業におい
て適切な活動指標の設定に努める。

146 成果指標について 意見 114 268 現在の成果指標は、市町補助についての活動を示し
ていない。別に市町への補助事業としての成果指標
があるとよい。例えば、市町が当該事業を利用して
整備した施設の利用者数が成果指標として考えられ
る。

当該事業は令和４年度に終了しているが、他の事業におい
て適切な成果指標の設定に努める。

※ページは「令和４年度包括外部監査の結果報告書」ページ

指摘事項および意見の概要
講じた措置等の内容

令和４年度包括外部監査にかかる措置報告


